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指名業者名の事後公表について

今般、「公共工事の入札及び契約の適正化を図るための措置に関する指針」（平

成１３年３月２９日付け総務省、財務省、国土交通省告示第１号。以下「適正化指

針」という。）の一部改正が閣議決定され、各省各庁の長等は、指名業者名の事後

公表の拡大に努めるものとされたところである。

また、国土交通省においても、昨年、「入札談合の再発防止対策について」（平

成１７年７月２９日付け国土交通省入札談合再発防止対策検討委員会。以下「再発

防止対策」という。）を取りまとめ、その具体的措置の一環として指名業者名の事

後公表の推進が掲げられたことを踏まえ、「指名業者名の事後公表の推進につい

て」（平成１７年８月２９日付け国地契第４４号、国官技第１０２号、国営計第６

１号）に基づき、指名業者名等の事後公表の試行を行ってきたところである。

今般、本省において同試行結果を検証したところ、特に問題は認められなかった

ので、適正化指針及び再発防止対策に従って、指名業者名等については事前公表か

ら事後公表に移行することとし、関係通知を下記のとおり改正することとしたので、

遺憾のなきよう措置されたい。

なお、「指名業者名の事後公表の推進について」（平成１７年８月２９日付け国

地契第４４号、国官技第１０２号、国営計第６１号）は、廃止する。

記

第１．「工事における入札及び契約の過程並びに契約の内容等に係る情報の公表に

ついて」（平成１３年３月３０日付け国官会第１４２９号、国官地第２６号）の

別紙の一部を次のように改正する。

１（８）中「に規定する」を「又は「一般競争入札方式の拡大について」（平成

１７年１０月７日付け国地契第８０号。以下「一般競争拡大通達」という。）６又

は「一般競争入札方式の拡大について」（平成１７年１０月７日付け国港総第２３

４号。以下「一般競争拡大通達」という。）６に規定する」に改める。

１（９）中「「工事における入札・契約の過程に係る苦情処理の手続につい

て」」を「「工事等における入札・契約の過程に係る苦情処理の手続について」」

に、「国官地２８号」を「国官地第２８号」に改める。



１（１１）中「「予算決算及び会計令第８５条の基準の取扱いに関する事務手続

について」（昭和５１年３月１９日付け建設省会発第２４８号）第１又は「予算決

算及び会計令第８５条の基準及びその取扱に関する事務連絡について（依命通

達）」（平成６年５月２０日付け官会第１２３２号）（以下、「低入札事務手続通

達」という。）第１」を「「予算決算及び会計令第８５条の基準の取扱いについ

て」（平成１６年６月１０日付け国官会第３６７号）２」に改める。

１（１２）中「「地方建設局会計事務取扱細則」（昭和５５年３月３１日建設省

会第３号。」を「「地方整備局会計事務取扱標準細則」（平成１４年３月２８日付

け国官会第４１３６号。」に改める。

１（１３）中「「公募型指名競争入札方式の手続について」（平成６年６月２１

日付け建設省厚発第２６４号、建設省技調発第１３２号）３又は「工事に係る公募

型指名競争入札の実施について」（平成６年９月３０日付け港管第２２１３号）３

及び「工事希望型指名競争入札方式の手続きについて」（平成７年３月２２日付け

建設省厚契発第１２号、建設省技調発第４６号）」を「「工事希望型競争入札方式

の手続きについて」（平成１７年１０月７日付け国地契第８２号、国官技第１３８

号、国営計第８６号）又は「工事希望型競争入札方式の手続きについて」（平成１

７年１０月７日付け国港総第２３９号、国港建第１３３号）」に改める。

３Ⅰ（１）③中「「地方支分部局所掌の工事請負契約に係る指名停止等の措置要

領の運用基準について」」を「「工事請負契約に係る指名停止等の措置要領の運用

基準について」」に改める。

３Ⅰ（１）④中「低入札事務手続通達」を「「予算決算及び会計令第８５条の基

準の取扱いに関する事務手続について」（平成１６年６月１０日付け国官会第３６

８号。以下「低入札事務手続通達」という。）」に改める。

３Ⅰ（１）⑤中「、「予算決算及び会計令第８５条の基準の取扱について」（平

成６年５月２０日付け官会第１１８６号）」を削る。

３Ⅰ（１）⑥中「国官技第８１号」の次に「、国営計第６７号」を加える。

３Ⅰ（１）⑧中「「地方建設局請負工事監督検査事務処理要領」」を「「地方整

備局請負工事監督検査事務処理要領」」に、「「地方建設局工事技術検査要領」」

を「「地方整備局工事技術検査要領」」に改め、「、「中間技術検査実施細則」

（平成７年３月２８日建設省技調発第６２号）」を削り、「「地方建設局土木工事

検査技術基準（案）」」を「「地方整備局土木工事検査技術基準（案）」」に改め、

「建設省技調発第７１号）」の次に「、「地方整備局土木工事技術検査基準

（案）」（平成１８年３月３１日付け国官技第２８３号）」を加える。

３Ⅰ（１）⑪中「（平成６年３月３０日付け建設省厚発第１２４号）」を「（平

成１５年３月１０日付け国地契第９２号）」に改める。

３Ⅰ（１）⑫中「（平成１１年１０月２０日付け建設省厚契発第４３号、建設省

技調発第１７０号、建設省営計発第１３６号）」を「（平成１５年５月２６日付け

国地契第３０号、国官技第５７号、国営計第４５号）」に改める。

３Ⅰ（２）③中「記１０」を「１０及び一般競争拡大通達９」に改める。

３Ⅰ（２）⑥ロ）中「（調査の実施）」を削り、「概要」の次に「（低入札価格

調査を実施した業者名を含む。以下同じ。）」を加える

３Ⅰ（２）⑥ハ）中「第６」を「第７」に改める。

３Ⅰ（２）⑥ニ）中「第７」を「第８」に改める。

３Ⅰ（２）⑧中「（財務大臣との協議結果）」を削る。

３Ⅰ（２）⑨中「競争参加資格」を「一般競争実施通達に基づく一般競争に付し



た場合は、競争参加資格」に改め、「回答の書面」の次に「、一般競争拡大通達に

基づく一般競争に付した場合は、苦情処理申立て書面及び苦情処理回答書面」を加

える。

３Ⅰ（２）⑩中「標準様式」の次に「例」を加える。

３Ⅰ（３）②を削る。

３Ⅰ（３）①中「指名の理由」を「指名業者の選定過程」に改め、３Ⅰ（３）①

を３Ⅰ（３）②とし、３Ⅰ（３）①として次のように加える。

① 工事の名称及び種別、入札予定年月日並びに等級区分

３Ⅰ（３）⑤ロ）中「（調査の実施）」を削る。

３Ⅰ（２）⑤ハ）中「第６」を「第７」に改める。

３Ⅰ（２）⑤ニ）中「第７」を「第８」に改める。

３Ⅰ（２）⑤ヘ）中「に規定する」を「の規定による」に改める。

３Ⅰ（４）④中「前記」を「上記」に改める。

３Ⅱ（１）④を次のように改める。

「予算決算及び会計令第８５条の基準の取扱いに関する事務手続について」

（平成１６年６月１０日付け国官会第３６８号。以下「低入札事務手続通達」と

いう。）、「低入札価格調査制度対象工事に係る重点調査の実施について」（平

成１８年５月１日付け国港総第１１１－２号、国港建第３５－２号）別添（低入

札価格調査マニュアル（重点調査用））

３Ⅱ（１）⑥中「入札監視委員会通達」の次に「、「入札監視委員会の運営上の

留意点について」（平成１３年３月３０日付け国港管第５５９号、国港建第１１

５号）」を加える。

３Ⅱ（１）⑦中「職業等」を「職業」に改める。

３Ⅱ（１）⑪中「「公正入札調査委員会設置要領準則」（平成６年６月２２日付

け港管第１３６９号）」を「「公正入札調査委員会の設置等について」（平成１５

年３月２８日付け国港管第１１９９号）」に改める。

３Ⅱ（１）⑫中「（平成１１年１２月２１日付け港管第２２７０号）」を「（平

成１５年９月１６日付け国港管第５５９号、国港建第１０５号）」に改める。

３Ⅱ（２）③中「記１０の規定により」を「１０及び一般競争拡大通達９の規定

により、」に改める。

３Ⅱ（２）⑥ロ）中「（調査の実施）」を削る。

３Ⅱ（２）⑥ヘ）中「に規定する」を「の規定による」に改める。

３Ⅱ（２）⑨中「競争参加資格」を「一般競争実施通達に基づく一般競争に付し

た場合は、競争参加資格」に改め、「回答の書面」の次に「、一般競争拡大通達に

基づく一般競争に付した場合は、苦情処理申立て書面及び苦情処理回答書面」を加

える。

３Ⅱ（２）⑩中「標準様式」の次に「例」を加える。

３Ⅱ（３）②を削る。

３Ⅱ（３）①を３Ⅱ（３）②とし、３Ⅱ（３）①として次のように加える。

① 工事の名称及び種別、入札予定年月日並びに等級区分

３Ⅱ（３）⑤ロ）中「（調査の実施）」を削る。

３Ⅱ（３）⑤ヘ）中「に規定する」を「の規定による」に改める。

４Ⅰ（１）中「①から⑥」を「①から⑥まで」に、「⑦」を「３Ⅰ（１）⑦」に、

「職業等」を「職業」に、「⑩」を「３Ⅰ（１）⑩」に改める。

４Ⅰ（２）中「３Ⅰ（２）④から⑥」を「３Ⅰ（２）④から⑥まで」に改める。



４Ⅰ（３）中「３Ⅰ(３)①及び②」を「３Ⅰ(３)①」に、「３Ⅰ(３)⑥」を「３

Ⅰ(３)②及び⑥」に、「３Ⅰ（３）③から⑤並びに⑨」を「３Ⅰ（３）③から⑤ま

で及び⑨」に改める。

４Ⅰ（４）中「３Ⅰ（４）①から③」を「３Ⅰ（４）①」に、「速やかに④」を

「速やかに、④」に改める。

４Ⅱ（１）中「①から⑥」を「①から⑥まで」に改め、「以降速やかに公表する

ものとする。」の次に「また、当該事項を変更した場合にあっては、変更後速やか

に公表するものとする。」を加え、「⑦」を「３Ⅱ（１）⑦」に、「職業等につい

ては」を「職業は、」に、「及び」を「開催後速やかに、また、」に改め、「変更

のあった」の次に「場合には、その」を加え、「審議の概要」を「、審議の概要

等」に、「当該入札監視委員会」を「、当該審議のあった入札監視委員会」に、

「⑩」を「３Ⅱ（１）⑩」に改める。

４Ⅱ（２）中「３Ⅱ（２）④から⑥」を「３Ⅱ（２）④から⑥まで」に改める。

４Ⅱ（３）中「３Ⅱ(３)①及び②」を「３Ⅱ(３)①」に、「３Ⅱ(３)⑥」を「３

Ⅱ(３)②及び⑥」に、「３Ⅱ（３）③から⑤並びに⑨」を「３Ⅱ（３）③から⑤ま

で及び⑨」に改める。

５Ⅰ（１）中「⑦」を「３Ⅰ（１）⑦」に改める。

５Ⅰ（２）中「⑧から⑬」を「⑧から⑬まで」に、「⑦から⑫並びに３Ⅰ（４）

②から⑥」を「⑦から⑫まで並びに３Ⅰ（４）②から⑥まで」に改める。

５Ⅱ（１）中「⑦」を「３Ⅱ（１）⑦」に、「原則として」を「当該」に改める。

５Ⅱ（２）中「⑧から⑬」を「⑧から⑬まで」に、「⑦から⑫まで並びに３Ⅱ

（４）②から⑥」を「⑦から⑫まで並びに３Ⅱ（４）②から⑥まで」に、「利用

し」を「利用して」に改める。

６Ⅰ（１）イ）中「３Ⅰ（１）①から⑤」を「３Ⅰ（１）①から⑤まで」に、「、

及び各工事事務所」を「及び各事務所」に改める。

６Ⅰ（１）ロ）中「⑥」を「３Ⅰ（１）⑥」に改める。

６Ⅰ（１）ハ）中「⑩」を「３Ⅰ（１）⑩」に改める。

６Ⅰ（２）イ）を次のように改める。

イ）３Ⅰ（２）①から⑪まで、（３）①から⑩まで及び（４）①から④までは、

支出負担行為担当官（以下「本官」という。）の発注する工事については、

本局総務部契約課、また、分任支出負担行為担当官（以下「分任官」とい

う。）の発注する工事については、各事務所の契約担当課。

ただし、３Ⅰ（２）⑨（一般競争拡大通達に基づく一般競争に付した場合

に限る。）、（３）⑧及び（４）③の再苦情処理に係るものについては、本

局総務部契約課。

６Ⅰ（２）ロ）を次のように改める。

ロ）３Ⅰ（２）⑫及び⑬、（３）⑪及び⑫並びに（４）⑤及び⑥は、本官の発

注する工事については、本局企画部技術管理課又は営繕部技術・評価課、ま

た、分任官の発注する工事については、各事務所の担当課。

６Ⅰ（２）ハ）及びニ）を削る。

６Ⅰ（２）中「ただし、３Ⅰ（３）⑧及びⅠ（４）②は、再苦情処理に係るもの

については、本局総務部契約課において、公表するものとする。」を削る。

６Ⅱ（１）イ）中「３Ⅱ（１）①から⑤」を「３Ⅱ（１）①から⑤まで」に、

「各工事事務所」を「各事務所」に改める。

６Ⅱ（１）ロ）中「⑥」を「３Ⅱ（１）⑥」に改める。



６Ⅱ（１）ハ）中「⑩」を「３Ⅱ（１）⑩」に改める。

６Ⅱ（２）イ）を次のように改める。

イ）３Ⅱ（２）①から⑪まで、（３）①から⑩まで及び（４）①から④までは、

本官の発注する工事については、本局総務部経理調達課、また、分任官の発

注する工事については、各事務所の契約担当課。

ただし、３Ⅱ（２）⑨（一般競争拡大通達に基づく一般競争に付した場合

に限る。）、（３）⑧及び（４）③の再苦情処理に係るものについては、本

局総務部経理調達課。

６Ⅱ（２）ロ）を次のように改める。

ロ）３Ⅱ（２）⑫及び⑬、（３）⑪及び⑫並びに（４）⑤及び⑥は、本官の発

注する工事については、本局港湾事業課、また、分任官の発注する工事につ

いては、各事務所の担当課。

６Ⅱ（２）ハ）及びニ）を削る。

６Ⅱ（２）中「ただし、３Ⅱ（３）⑧及びⅡ（４）②は、再苦情処理に係るもの

については、本局総務部経理調達課等において、公表するものとする。」を削る。

７Ⅰ（１）中「③から⑥」を「３Ⅰ（１）③から⑥まで」に、「⑦」を「３Ⅰ

（１）⑦」に、「⑩」を「３Ⅰ（１）⑩」に改める。

７Ⅰ（２）中「３Ⅰ（２）からⅠ（４）」を「３Ⅰ（２）から（４）まで」に改

める。

７Ⅱ（１）中「③から⑥」を「３Ⅱ（１）③から⑥まで」に、「⑦」を「３Ⅱ

（１）⑦」に、「⑩」を「３Ⅱ（１）⑩」に改める。

７Ⅱ（２）中「３Ⅱ（２）からⅡ（４）」を「３Ⅱ（２）から（４）まで」に、

「よろうとした場合」を「よることとした場合」に、「翌年度」を「その翌年度」

に改める。

様式３を削る。

第２．「建設コンサルタント業務等における入札及び契約の過程並びに契約の内容

等に係る情報の公表について」（平成１４年９月５日付け国官会第１２１１号、

国地契第３４号）の別紙の一部を次のように改正する。

１（９）中「地方整備局会計事務取扱細則」を「地方整備局会計事務取扱標準細

則」に改める。

３Ⅰ（１）⑦中「「地方建設局請負測量作業監督技術基準（案）について」」を

「「地方整備局請負測量作業監督技術基準（案）について」」に、「「地方建設局

請負測量作業検査技術基準（案）について」」を「「地方整備局請負測量作業検査

技術基準（案）について」」に改める。

３Ⅰ（１）⑨中「（平成６年３月３０日付け建設省厚発第１２４号）」を「（平

成１５年３月１０日付け国地契第９２号）」に改める。

３Ⅰ（２）⑪を３Ⅰ（２）⑫とし、３Ⅰ（２）⑩を３Ⅰ（２）⑪とし、３Ⅰ

（２）⑨中「上記⑧ロ）」を「上記⑨ロ）」に改め、３Ⅰ（２）⑨を３Ⅰ（２）⑩

とし、３Ⅰ（２）③から⑧までを順次繰り下げ、３Ⅰ（２）②中「付そうとした」

を「付した」に改め、３Ⅰ（２）②を３Ⅰ（２）③とし、３Ⅰ（２）①を３Ⅰ

（２）②とし、３Ⅰ（２）①として次のように加える。

① 業務の名称、業種区分及び入札予定年月日

３Ⅰ（３）⑩を３Ⅰ（３）⑪とし、３Ⅰ（３）⑨を３Ⅰ（３）⑩とし、３Ⅰ

（３）⑧中「上記⑤」を「上記⑥」に改め、３Ⅰ（３）⑧を３Ⅰ（３）⑨とし、３



Ⅰ（３）①から⑦までを順次繰り下げ、３Ⅰ（３）①として次のように加える。

① 業務の名称及び業種区分

３Ⅱ（２）⑪を３Ⅱ（２）⑫とし、３Ⅱ（２）⑩を３Ⅱ（２）⑪とし、３Ⅱ

（２）⑨中「上記⑧」を「上記⑨」に改め、３Ⅱ（２）⑨を３Ⅱ（２）⑩とし、３

Ⅱ（２）③から⑧までを順次繰り下げ、３Ⅱ（２）②中「付そうとした」を「付し

た」に改め、３Ⅱ（２）②を３Ⅱ（２）③とし、３Ⅱ（２）①を３Ⅱ（２）②とし、

３Ⅱ（２）①として次のように加える。

① 業務の名称、業種区分及び入札予定年月日

３Ⅱ（３）⑩を３Ⅱ（３）⑪とし、３Ⅱ（３）⑨を３Ⅱ（３）⑩とし、３Ⅱ

（３）⑧中「上記⑤」を「上記⑥」に改め、３Ⅱ（３）⑧を３Ⅱ（３）⑨とし、３

Ⅱ（３）①から⑦までを順次繰り下げ、３Ⅱ（３）①として次のように加える。

① 業務の名称及び業種区分

４Ⅰ（１）中「①から⑤、」を「①から⑤まで並びに」に、「⑥」を「３Ⅰ

（１）⑥」に、「⑧」を「３Ⅰ（１）⑧」に改める。

４Ⅰ（２）中「３Ⅰ（２）①及び②」を「３Ⅰ（２）①」に改め、「指名通知

後」の次に「（公募型競争入札及び簡易公募型競争入札に付した場合においてはそ

れを定めた後）」を加え、「３Ⅰ（２）⑥」を「３Ⅰ（２）②、③及び⑦」に、

「３Ⅰ（２）③から⑤並びに⑧」を「３Ⅰ（２）④から⑥まで及び⑨」に、「３Ⅰ

（２）⑦及び⑪」を「３Ⅰ（２）⑧及び⑫」に、「３Ⅰ（２）⑨」を「３Ⅰ（２）

⑩」に、「３Ⅰ（２）⑩」を「３Ⅰ（２）⑪」に改める。

４Ⅰ（３）中「３Ⅰ（３）①及び②は、選定通知後」を「３Ⅰ（３）①は、それ

を定めた後（標準プロポーザルに付した場合においては選定通知後）」に、「３Ⅰ

（３）③及び④」を「３Ⅰ（３）②から⑤まで」に、「３Ⅰ（３）⑤及び⑥」を

「３Ⅰ（３）⑥及び⑦」に、「３Ⅰ（３）⑦及び⑩」を「３Ⅰ（３）⑧及び⑪」に、

「３Ⅰ（３）⑧」を「３Ⅰ（３）⑨」に、「３Ⅰ（３）⑨」を「３Ⅰ（３）⑩」に

改める。

４Ⅱ（１）中「①から⑤、」を「①から⑤まで並びに」に、「⑥」を「３Ⅱ

（１）⑥」に、「⑧」を「３Ⅱ（１）⑧」に改める。

４Ⅱ（２）中「３Ⅱ（２）①及び②」を「３Ⅱ（２）①」に改め、「指名通知

後」の次に「（公募型競争入札及び簡易公募型競争入札に付した場合においてはそ

れを定めた後）」を加え、「３Ⅱ（２）⑥」を「３Ⅱ（２）②、③及び⑦」に、

「３Ⅱ（２）③から⑤及び⑧」を「３Ⅱ（２）④から⑥まで及び⑨」に、「３Ⅱ

（２）⑦及び⑪」を「３Ⅱ（２）⑧及び⑫」に、「３Ⅱ（２）⑨」を「３Ⅱ（２）

⑩」に、「３Ⅱ（２）⑩」を「３Ⅱ（２）⑪」に改める。

４Ⅱ（３）中「３Ⅱ（３）①及び②は、選定通知後」を「３Ⅱ（３）①は、それ

を定めた後（標準プロポーザルに付した場合においては選定通知後）」に、「３Ⅱ

（３）③及び④」を「３Ⅱ（３）②から⑤まで」に、「３Ⅱ（３）⑤及び⑥」を

「３Ⅱ（３）⑥及び⑦」に、「３Ⅱ（３）⑦及び⑩」を「３Ⅱ（３）⑧及び⑪」に、

「３Ⅱ（３）⑧」を「３Ⅱ（３）⑨」に、「３Ⅱ（３）⑨」を「３Ⅱ（３）⑩」に

改める。

５Ⅰ（１）中「⑥及び⑧」を「３Ⅰ（１）⑥及び⑧」に改める。

５Ⅰ（２）中「３Ⅰ（２）①、②、④、⑤及び⑦から⑪並びに３Ⅰ（３）①、②、

③、④及び⑥から⑩並びに３Ⅰ（４）②から⑥」を「３Ⅰ（２）①から③まで、⑤、

⑥及び⑧から⑫まで、３Ⅰ（３）①から⑤まで及び⑦から⑪まで並びに３Ⅰ（４）

②から⑥まで」に、「３Ⅰ（２）③及び⑥並びに３Ⅰ（３）⑤」を「３Ⅰ（２）①



（公募型競争入札及び簡易公募型競争入札に付した場合に限る。）④及び⑦、３Ⅰ

（３）①（標準プロポーザルに付した場合を除く。）及び⑥」に改め、「「入札情

報サービス（ＰＰＩ）」」の次に「を利用してインターネット」を加える。

５Ⅱ（１）中「⑥及び⑧」を「３Ⅱ（１）⑥及び⑧」に改める。

５Ⅱ（２）中「３Ⅱ（２）①、②、④、⑤及び⑦から⑪並びに３Ⅱ（３）①、②、

③、④及び⑥から⑩並びに３Ⅱ（４）②から⑥」を「３Ⅱ（２）①から③まで、⑤、

⑥及び⑧から⑫まで、３Ⅱ（３）①から⑤まで及び⑦から⑪まで並びに３Ⅱ（４）

②から⑥まで」に、「３Ⅱ（２）③及び⑥並びに３Ⅱ（３）⑤」を「３Ⅱ（２）①

（公募型競争入札及び簡易公募型競争入札に付した場合に限る。）④及び⑦、３Ⅱ

（３）①（標準プロポーザルに付した場合を除く。）及び⑥」に、「公表する」を

「インターネットにより公表する」に改める。

６Ⅰ中「５」を「上記５」に改める。

６Ⅰ（１）イ）中「３Ⅰ（１）①から④、」を「３Ⅰ（１）①から④まで並び

に、」に改める。

６Ⅰ（２）イ）中「３Ⅰ（２）①から⑨、３Ⅰ（３）①から⑧及び３Ⅰ（４）①

から⑤」を「３Ⅰ（２）①から⑩まで、３Ⅰ（３）①から⑨まで及び３Ⅰ（４）①

から⑤まで」に、「３Ⅰ（２）⑦、３Ⅰ（３）⑦」を「３Ⅰ（２）⑧、３Ⅰ（３）

⑧」に改める。

６Ⅰ（２）ロ）中「３Ⅰ（２）⑩及び⑪並びに３Ⅰ（３）⑨及び⑩」を「３Ⅰ

（２）⑪及び⑫、３Ⅰ（３）⑩及び⑪」に改める。

６Ⅱ中「５」を「上記５」に改める。

６Ⅱ（１）イ）中「３Ⅱ（１）①から④」を「３Ⅱ（１）①から④まで」に、

「各工事事務所」を「各事務所」に改める。

６Ⅱ（２）イ）中「３Ⅱ（２）①から⑨、３Ⅱ（３）①から⑧及び３Ⅱ（４）①

から④」を「３Ⅱ（２）①から⑩まで、３Ⅱ（３）①から⑨まで及び３Ⅱ（４）①

から④まで」に改める。

６Ⅱ（２）ロ）中「３Ⅱ（２）⑩及び⑪並びに３Ⅱ（３）⑨及び⑩」を「３Ⅱ

（２）⑪及び⑫、３Ⅱ（３）⑩及び⑪」に改める。

７Ⅰ（１）イ）中「３Ⅰ（１）①から④、」を「３Ⅰ（１）①から④まで並び

に」に改める。

７Ⅰ（２）中「３Ⅰ（２）から（４）」を「３Ⅰ（２）から（４）まで」に改め

る。

７Ⅱ（１）イ）中「３Ⅱ（１）①から④、」を「３Ⅱ（１）①から④まで並び

に」に改める。

７Ⅱ（２）中「指名競争によることとした場合」を「指名競争に付した場合」に、

「３Ⅱ（２）から（４）」を「３Ⅱ（２）から（４）まで」に改める。

第３．「工事等における入札・契約の過程に係る苦情処理の手続について」（平成

１３年３月３０日付け国官会第１４３０号、国官地第２８号）の一部を次のよう

に改正する。

「「公募型指名競争入札方式の手続について」（平成６年６月２１日付け建設省

厚発第２６４号、建設省技調発第１３２号）、「工事における公募型指名競争入札

の実施について」（平成６年９月３０日付け港管第２２１３号）、「工事希望型指

名競争入札方式の手続について」（平成７年３月２２日付け建設省厚契発第１２号、

建設省技調発第４６号）、「入札監視委員会の設置及び運営について」（平成６年



３月３１日付け建設省総監発第１２号）、「入札監視委員会の設置及び運営につい

て」（平成６年９月３０日付け港管第２２１１号）」を「「一般競争入札方式の拡

大について」（平成１７年１０月７日付け国地契第８０号）、「一般競争入札方式

の拡大について」（平成１７年１０月７日付け国港総第２３４号）、「工事希望型

競争入札方式の手続について」（平成１７年１０月７日付け国地契第８２号、国官

技第１３８号、国営計第８６号）、「工事希望型競争入札方式の手続について」

（平成１７年１０月７日付け国港総第２３９号、国港建第１３３号）、「入札監視

委員会の設置及び運営について」（平成１３年３月３０日付け国官会第１４３１号、

国官地第２７号）、「入札監視委員会の設置及び運営について」（平成１３年３月

３０日付け国港管第５５６号）」に改める。

記第１第１項（１）を次のように改める。

（１）一般競争入札方式によった工事（政府調達に関する協定（平成７年条約

第２３号）の対象となる工事を除く。以下同じ。）

記第１第１項（２）中「工事希望型指名競争入札方式」を「工事希望型競争入札

方式」に改める。

記第１第１項（４）中「上記（１）及び（２）並びに」及び「工事又は」を削る。

記第１第２項中「（平成７年１２月８日条約第２３号）」を削る。

記第２第１項中「非指名理由等」を「理由」に、「公募型指名競争入札方式及び

工事希望型指名競争入札方式」を「一般競争入札方式（政府調達に関する協定の適

用対象工事に係るものを除く。以下同じ。）において、競争参加資格の確認申請を

行った者のうち当該工事について競争参加資格がないと認めた者に対して、競争参

加資格がないと認めた旨及び競争参加資格がないと認めた理由を原則として電子入

札システムにより通知するものとする。また、工事希望型競争入札方式」に、「指

名しなかった」を「競争参加を認めなかった」に改め、「（以下「非指名理由」と

いう。）」を削り、「また、標準プロポーザル方式」を「さらに、標準プロポーザ

ル方式」に改める。

記第２第２項（１）を次のように改める。

（１）一般競争入札方式

記第２第２項（１）イを次のように改める。

イ 競争参加資格の確認申請を行った者のうち、地方整備局長等により競争

参加資格がないと認めた理由の通知を受理した者で、当該理由に対して不

服がある者は、地方整備局長等に対して競争参加資格がないと認めた理由

についての説明を求めることができる。」

記第２第２項（２）を次のように改める。

（２）工事希望型競争入札方式

記第２第２項（２）イ中「非指名理由」を「競争参加を認めなかった理由」に改

める。

記第２第２項（２）ロに次のように加える。

ハ 総合評価落札方式における非落札者のうち、落札者の決定結果に対して不

服がある者は、地方整備局長等に対して非落札理由についての説明を求める

ことができる。

記第２第２項（４）中「工事種別又は」を削り、「参加できる者」を「参加する

者」に、「非指名理由」を「指名されなかった理由」に改める。

記第２第３項中「（様式自由）」の次に「ただし、記第２のうち２（１）イ及び

ロ、２（２）イ及びハ並びに２（３）に掲げる苦情の申立ては、原則として電子入



札システムにより、地方整備局長等に対して行うことができるものとする。」を加

える。

記第２第３項（４）を記第２第３項（５）とする。

記第２第３項（３）中「２（１）ロ」の次に「及び２（２）ハ」を加え、「起算

してから」を「起算して」に改め、記第２第３項（３）を記第２第３項（４）とす

る。

記第２第３項（２）中「特定業者名の公表を行った日」を「非特定理由の通知を

した日」に、「選定業者名」を「業務の名称」に改め、記第２第３項（２）を記第

２第３項（３）とする。

記第２第３項（１）中「２（１）イ、２（２）イ及びロ、並びに２（４）」を

「２（２）イ」に、「指名業者名の公表を行った日」を「競争参加を認めなかった

理由の通知をした日」に、「起算してから５日（行政機関の休日に関する法律（昭

和６３年法律第９１号）第１条に規定する行政機関の休日（以下「休日」とい

う。）」を「起算して５日（休日」に改め、「以内。」の次に「また、記第２のう

ち２（２）ロ及び２（４）に掲げる苦情にあっては、地方整備局長等が工事又は業

務の名称の公表を行った日の翌日から起算して５日（休日を含まない）以内。」を

加え、記第２第３項（１）を記第２第３項（２）とする。

記第２第３項（１）として次のように加える。

記第２のうち２（１）イに掲げる苦情にあっては、地方整備局長等が競争参加

資格がないと認めた理由の通知の期限の日の翌日から起算して５日（行政機関の

休日に関する法律（昭和６３年法律第９１号）第１条第１項に規定する行政機関

の休日（以下「休日」という。）を含まない。）以内。

記第２第４項中「書面（」の次に「記第２のうち２（１）イ及びロに掲げる苦情

にあっては、原則として電子入札システム。」を加える。

記第２第６項（１）中「公募型指名競争入札方式、工事希望型指名競争入札方

式」を「一般競争入札方式、工事希望型競争入札方式」に、「技術資料作成要領」

を「入札説明書」に、「技術資料作成要領等」を「入札説明書等」に改める。

記第２第６項（２）中「公募型指名競争入札方式」を「一般競争入札方式及び工

事希望型競争入札方式」に、「技術資料作成要領等」を「入札説明書等」に改め、

「２（１）ロ」の次に「及び２（２）ハ」を加える。

記第２第６項（３）中「工事希望型指名競争入札方式」を「工事希望型競争入札

方式」に改める。

記第２第７項中「１から４」を「１から４まで」に改める。

記第２第７項（１）中「２（１）、２（２）イ及び」を「２（１）イ及びロ、２

（２）イ及びハ並びに」に、「技術資料作成要領等」を「入札説明書等」に改める。

記第２第８項中「書面」の次に「（電子入札システムにより提出されたものを含

む。）」を加える。

記第３第３項中「各委員会」を「委員会」に改める。

記第３第４項中「申立て後」を「申立ての書面を受け取った日の翌日から起算し

て」に改める。

附 則

１ 本通達は、平成１８年１０月２３日から施行する。



２ 本通達の施行前に指名業者名等の事前公表を行った場合における当該指名競争

入札等に係る情報の公表、苦情処理の手続については、なお従前の例による。
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○工事における入札及び契約の過程並びに契約の内容等に係る情報の公表について

（平成１３年３月３０日付け国官会第１４２９号、国地契第２６号）（抄）

改 正 案 現 行

（別紙） （別紙）

１ 定義 １ 定義

（１）～（７） （略） （１）～（７） （略）

（８）この通達において、「競争参加資格確認申請書及び競争参加資格確認資 （８）この通達において、「競争参加資格確認申請書及び競争参加資格確認資

料」とは、一般競争入札に参加する者の競争参加資格を確認するため提出を 料」とは、一般競争入札に参加する者の競争参加資格を確認するため提出を

求める「一般競争入札方式の実施について」（平成６年６月２１日付け建設 求める「一般競争入札方式の実施について」（平成６年６月２１日付け建設

省厚発第２６０号。以下「一般競争実施通達」という。）６又は「一般競争 省厚発第２６０号。以下「一般競争実施通達」という。）６又は「一般競争

入札の実施について」（平成６年６月２２日付け港管第１３８５号。以下 入札の実施について」（平成６年６月２２日付け港管第１３８５号。以下

「一般競争実施通達」という。）６ 「一般競争実施通達」という。）６に規定する申請書及び資料をいう。及び「一般競争入札方式の拡大につい

て」（平成１７年１０月７日付け国地契第８０号。以下「一般競争拡大通

達」という。）６又は「一般競争入札方式の拡大について」（平成１７年１

０月７日付け国港総第２３４号。以下「一般競争拡大通達」という。）６に

申請書及び資料をいう。規定する

（９）この通達において、「苦情処理回答書面」とは、 （９）この通達において、「苦情処理回答書面」とは、「工事における入札・契「工事等における入札・

（平成１３年３月３０日付け国 約の過程に係る苦情処理の手続について」（平成１３年３月３０日付け国官契約の過程に係る苦情処理の手続について」

官会第１４３０号、国官地第２８号。以下「苦情処理通達」という。）記第 会第１４３０号、国官地第２８号。以下「苦情処理通達」という。）記第２

２の４の回答書及び記第３の７に規定する書面をいう。 ４の回答書及び記第３の７に規定する書面をいう。

（１０） （略） （１０） （略）

（１１）この通達において「調査基準価格」とは、 （１１）この通達において「調査基準価格」とは、「予算決算及び会計令第８５「予算決算及び会計令第８５

条の基準の取扱いに関する事務手続について」（昭和５１年３月１９日付け条の基準の取扱いについて」（平成１６年６月１０日付け国官会第３６７

の規定により算出する調査基準価格をいう。 建設省会発第２４８号）第１又は「予算決算及び会計令第８５条の基準及び号）２

その取扱に関する事務連絡について（依命通達）」（平成６年５月２０日付

け官会第１２３２号）（以下、「低入札事務手続通達」という。）第１の規

定により算出する調査基準価格をいう。

（１２）この通達において、「入札調書等」とは、 （１２）この通達において、「入札調書等」とは、「地方建設局会計事務取扱細「地方整備局会計事務取扱標

以下「細則」と 則」（昭和５５年３月３１日建設省会第３号。以下「細則」という。）別記準細則」（平成１４年３月２８日付け国官会第４１３６号。

いう。）別記様式第３６に規定する入札調書又は「公共工事に係る入札結果 様式第３６に規定する入札調書又は「公共工事に係る入札結果の公表につい

の公表について」（平成６年６月２２日付け港管第１３６８号）別紙様式第 て」（平成６年６月２２日付け港管第１３６８号）別紙様式第１に規定する

１に規定する一般競争入札結果調書をいう。 一般競争入札結果調書をいう。
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（１３）この通達において、「技術資料」とは （１３）この通達において、「技術資料」とは「公募型指名競争入札方式の手続「工事希望型競争入札方式の手続

について」（平成６年６月２１日付け建設省厚発第２６４号、建設省技調発きについて」（平成１７年１０月７日付け国地契第８２号、国官技第１３８

第１３２号）３又は「工事に係る公募型指名競争入札の実施について」（平号、国営計第８６号）又は「工事希望型競争入札方式の手続きについて」

に規定 成６年９月３０日付け港管第２２１３号）３及び「工事希望型指名競争入札（平成１７年１０月７日付け国港総第２３９号、国港建第１３３号）

する技術資料をいう。 方式の手続きについて」（平成７年３月２２日付け建設省厚契発第１２号、

建設省技調発第４６号）に規定する技術資料をいう。

（１４） （略） （１４） （略）

２ （略） ２ （略）

３ 公表の内容 ３ 公表の内容

Ⅰ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関することを除く。）においては、次 Ⅰ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関することを除く。）においては、次

に掲げる事項について公表するものとする。 に掲げる事項について公表するものとする。

（１）通則的事項 （１）通則的事項

①、② （略） ①、② （略）

③ 選定要領第１６（指名基準）、「入札・契約手続のより一層の透明性 ③ 選定要領第１６（指名基準）、「入札・契約手続のより一層の透明性

・競争性の確保について」（平成５年５月３１日建設省厚発第１７７ ・競争性の確保について」（平成５年５月３１日建設省厚発第１７７

号）中別紙（指名基準の運用基準）、各地方整備局ごとに定めている技 号）中別紙（指名基準の運用基準）、各地方整備局ごとに定めている技

術審査基準（標準様式例１）、指名停止措置要領、 術審査基準（標準様式例１）、指名停止措置要領、「地方支分部局所掌「工事請負契約に係

（平成３年５月１８日付 の工事請負契約に係る指名停止等の措置要領の運用基準について」（平る指名停止等の措置要領の運用基準について」

け建設省厚発第１７２号）、各地方整備局ごとに定めている工事事故に 成３年５月１８日付け建設省厚発第１７２号）、各地方整備局ごとに定

係る指名停止措置期間運用基準 めている工事事故に係る指名停止措置期間運用基準

④ ④ 低入札事務手続通達、「低入札価格調査制度対象工事に係る重点調査「予算決算及び会計令第８５条の基準の取扱いに関する事務手続につ

の試行について」（平成１２年１２月１２日付け建設省会発第７７３いて」（平成１６年６月１０日付け国官会第３６８号。以下「低入札事

、「低入札価格調査制度対象工事に係る重点調 号、建設省厚契発第４４号、建設省技調発第１９３号、建設省営計発第務手続通達」という。）

査の試行について」（平成１２年１２月１２日付け建設省会発第７７３ １５９号）別添（低入札価格調査マニュアル（重点調査用））

号、建設省厚契発第４４号、建設省技調発第１９３号、建設省営計発第

１５９号）別添（低入札価格調査マニュアル（重点調査用））

⑤ 苦情処理通達 ⑤ 苦情処理通達、「予算決算及び会計令第８５条の基準の取扱につい

て」（平成６年５月２０日付け官会第１１８６号）

⑥ 入札監視委員会通達、「入札監視委員会の運用上の留意点について」 ⑥ 入札監視委員会通達、「入札監視委員会の運用上の留意点について」

（平成１３年３月３０日付け国官地第３０号、国官技第８１号 （平成１３年３月３０日付け国官地第３０号、国官技第８１号）、国営計

）第６７号

⑦ （略） ⑦ （略）

⑧ （昭和４２年３月３０ ⑧ 「地方建設局請負工事監督検査事務処理要領」（昭和４２年３月３０「地方整備局請負工事監督検査事務処理要領」

日付け建設省厚第２１号）、 （昭和４ 日付け建設省厚第２１号）、「地方建設局工事技術検査要領」（昭和４「地方整備局工事技術検査要領」

２年３月３０日付け建設省官技第１３号）、「土木工事監督技術基準 ２年３月３０日付け建設省官技第１３号）、「中間技術検査実施細則」

（案）」（平成８年３月２７日付建設省技調発第７１号）、「営繕工事 （平成７年３月２８日建設省技調発第６２号）、「土木工事監督技術基

監督技術基準（案）」（昭和６１年６月２０日付け建設省営監発第２４ 準（案）」（平成８年３月２７日付建設省技調発第７１号）、「営繕工
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号）、 （平成８年３月２７ 事監督技術基準（案）」（昭和６１年６月２０日付け建設省営監発第２「地方整備局土木工事検査技術基準（案）」

日付け建設省技調発第７１号） ４号）、「地方建設局土木工事検査技術基準（案）」（平成８年３月２、「地方整備局土木工事技術検査基準

、「営繕工事 ７日付け建設省技調発第７１号）、「営繕工事検査技術基準（案）」（案）」（平成１８年３月３１日付け国官技第２８３号）

検査技術基準（案）」（昭和６２年４月２２日付け建設省営監発第９ （昭和６２年４月２２日付け建設省営監発第９号）、「監督技術マニュ

号）、「監督技術マニュアル（案）」（平成７年１０月３１日付け積算 アル（案）」（平成７年１０月３１日付け積算技術管理官事務連絡）、

技術管理官事務連絡）、「検査技術マニュアル（案）」（平成７年１０ 「検査技術マニュアル（案）」（平成７年１０月３１日付け積算技術管

月３１日付け積算技術管理官事務連絡）、「工事現場における施工体制 理官事務連絡）、「工事現場における施工体制の点検要領の運用につい

の点検要領の運用について」（平成１３年３月３０日付け国官地第２３ て」（平成１３年３月３０日付け国官地第２３号、国官技第６９号、国

号、国官技第６９号、国営計第８０号）、「低入札価格調査制度調査対 営計第８０号）、「低入札価格調査制度調査対象工事に係る監督体制等

象工事に係る監督体制等の強化について」（平成６年３月３０日付け建 の強化について」（平成６年３月３０日付け建設省厚発第１２６号、建

設省厚発第１２６号、建設省技調発第７２号、建設省営監発第１３号） 設省技調発第７２号、建設省営監発第１３号）

⑨、⑩ （略） ⑨、⑩ （略）

⑪ 「公正入札調査委員会設置要領準則」 ⑪ 「公正入札調査委員会設置要領準則」（平成６年３月３０日付け建設（平成１５年３月１０日付け国

別添２（談合情報対応マニュアル） 省厚発第１２４号）別添２（談合情報対応マニュアル）地契第９２号）

⑫ 「直轄工事における共同企業体の取扱いについて」（昭和６３年６月 ⑫ 「直轄工事における共同企業体の取扱いについて」（昭和６３年６月

１日付け厚発第１７６号）、「直轄工事における特定建設工事共同企業 １日付け厚発第１７６号）、「直轄工事における特定建設工事共同企業

体の運用について」 体の運用について」（平成１１年１０月２０日付け建設省厚契発第４３（平成１５年５月２６日付け国地契第３０号、国官

、「直轄工事における経常建設共同企業 号、建設省技調発第１７０号、建設省営計発第１３６号）、「直轄工事技第５７号、国営計第４５号）

体の運用について」（平成９年９月１９日付け建設省厚契発第３９号、 における経常建設共同企業体の運用について」（平成９年９月１９日付

建設省技調発第１６０号、建設省営計発第８３号） け建設省厚契発第３９号、建設省技調発第１６０号、建設省営計発第８

３号）

（２）一般競争に付した場合 （２）一般競争に付した場合

①、② （略） ①、② （略）

③ 一般競争実施通達 の規定により、一般競 ③ 一般競争実施通達記１０の規定により、一般競争参加資格がないと認１０及び一般競争拡大通達９

争参加資格がないと認めた業者名及びその理由（様式２） めた業者名及びその理由（様式２）

④、⑤ （略） ④、⑤ （略）

⑥イ） （略） ⑥イ） （略）

ロ）低入札事務手続通達第４に規定する調査の結果の概要 ロ）低入札事務手続通達第４（調査の実施）に規定する調査の結果の概（低入札価格

（標準様式例４） 要（標準様式例４）調査を実施した業者名を含む。以下同じ。）

ハ）低入札事務手続通達 に規定する契約担当官等の調査の結果及び ハ）低入札事務手続通達第６に規定する契約担当官等の調査の結果及び第７

意見を記載した書面 意見を記載した書面

ニ）低入札事務手続通達 に規定する契約審査委員の意見を記載した ニ）低入札事務手続通達第７に規定する契約審査委員の意見を記載した第８

書面 書面

ホ）、ヘ） （略） ホ）、ヘ） （略）

ただし、ホ）及びヘ）については、次順位者を落札者とした場合に限 ただし、ホ）及びヘ）については、次順位者を落札者とした場合に限

る。 る。

⑦ （略） ⑦ （略）

⑧ 総合評価落札方式を実施した場合における総合評価を実施した理由、 ⑧ 総合評価落札方式を実施した場合における総合評価を実施した理由

落札者決定基準及び落札理由（標準様式例５） （財務大臣との協議結果）、落札者決定基準及び落札理由（標準様式例
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５）

⑨ が ⑨ がないと認められた者からその説明を求められた場合の一般競争実施通達に基づく一般競争に付した場合は、競争参加資格 競争参加資格

ないと認められた者からその説明を求められた場合の書面及びそれに対 書面及びそれに対する回答の書面

、一般競争拡大通達に基づく一般競争に付した場合は、する回答の書面

苦情処理申立て書面及び苦情処理回答書面

⑩ 次に掲げる契約の内容（標準様式 ６－１） ⑩ 次に掲げる契約の内容（標準様式６－１）例

イ）、ロ） （略） イ）、ロ） （略）

⑪～⑬ （略） ⑪～⑬ （略）

(３) 指名競争に付した場合 (３) 指名競争に付した場合

① 工事の名称及び種別、入札予定年月日並びに等級区分

指名業者名及び （標準様式例７） ① 指名業者名及び指名の理由（標準様式例７）② 指名業者の選定過程

② 公募型指名競争入札に付そうとした場合における次に掲げる事項（様

式３）

イ）技術資料を提供した業者名

ロ）指名されなかった業者名

ハ）指名されなかった理由

③、④ （略） ③、④ （略）

⑤イ） （略） ⑤イ） （略）

ロ）低入札事務手続通達第４に規定する調査の結果の概要（標準様式例 ロ）低入札事務手続通達第４（調査の実施）に規定する調査の結果の概

４） 要（標準様式例４）

ハ）低入札事務手続通達 に規定する契約担当官等の調査の結果及び ハ）低入札事務手続通達第６に規定する契約担当官等の調査の結果及び第７

意見を記載した書面 意見を記載した書面

ニ）低入札事務手続通達 に規定する契約審査委員の意見を記載した ニ）低入札事務手続通達第７に規定する契約審査委員の意見を記載した第８

書面 書面

ホ） （略） ホ） （略）

ヘ）同令第８９条 国土交通大臣の承認があった場合の当該 ヘ）同令第８９条に規定する国土交通大臣の承認があった場合の当該承の規定による

承認を示す文書 認を示す文書

ただし、ホ）及びヘ）については、次順位者を落札者とした場合に限 ただし、ホ）及びヘ）については、次順位者を落札者とした場合に限

る。 る。

⑥～⑫ （略） ⑥～⑫ （略）

(４) 随意契約によることとした場合 (４) 随意契約によることとした場合

①～③ （略） ①～③ （略）

④ 契約金額の変更を伴う契約の変更をした場合の ①イ）、ホ）及び ④ 契約金額の変更を伴う契約の変更をした場合の前記①イ）、ホ）及び上記

チ）並びに契約変更の理由（標準様式例６－２） チ）並びに契約変更の理由（標準様式例６－２）

⑤、⑥ （略） ⑤、⑥ （略）

Ⅱ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関することに限る。）においては、次 Ⅱ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関することに限る。）においては、次

に掲げる事項について公表するものとする。 に掲げる事項について公表するものとする。
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（１）通則的事項 （１）通則的事項

①～③ （略） ①～③ （略）

④ ④ 低入札事務手続通達「予算決算及び会計令第８５条の基準の取扱いに関する事務手続につ

いて」（平成１６年６月１０日付け国官会第３６８号。以下「低入札事

務手続通達」という。）、「低入札価格調査制度対象工事に係る重点調

査の実施について」（平成１８年５月１日付け国港総第１１１－２号、

国港建第３５－２号）別添（低入札価格調査マニュアル（重点調査

用））

⑤ （略） ⑤ （略）

⑥ 入札監視委員会通達 ⑥ 入札監視委員会通達、「入札監視委員会の運営上の留意点について」

（平成１３年３月３０日付け国港管第５５９号、国港建第１１５号）

⑦ 入札監視委員会における委員の氏名及び 、審議の概要及びその他 ⑦ 入札監視委員会における委員の氏名及び職業等、審議の概要及びその職業

の必要な資料（標準様式例２－１、標準様式例２－２） 他の必要な資料（標準様式例２－１、標準様式例２－２）

⑧～⑩ （略） ⑧～⑩ （略）

⑪ ⑪ 「公正入札調査委員会設置要領準則」（平成６年６月２２日付け港管「公正入札調査委員会の設置等について」（平成１５年３月２８日付

別添２（談合情報対応マニュアル） 第１３６９号）別添２（談合情報対応マニュアル）け国港管第１１９９号）

⑫ 「港湾建設局直轄工事における共同企業体の取扱いについて」（昭和 ⑫ 「港湾建設局直轄工事における共同企業体の取扱いについて」（昭和

６３年１２月２７日付け港管第４０８７号）、「直轄工事における特定 ６３年１２月２７日付け港管第４０８７号）、「直轄工事における特定

建設工事共同企業体の運用について」 建設工事共同企業体の運用について」（平成１１年１２月２１日付け港（平成１５年９月１６日付け国港

、「直轄工事における経常建設共同 管第２２７０号）、「直轄工事における経常建設共同企業体の運用につ管第５５９号、国港建第１０５号）

企業体の運用について」（平成９年１０月１日付け港管第２２５３号、 いて」（平成９年１０月１日付け港管第２２５３号、港建第８２５号）

港建第８２５号）

（２）一般競争に付した場合 （２）一般競争に付した場合

①、② （略） ①、② （略）

③ 一般競争実施通達 一般競 ③ 一般競争実施通達記１０の規定により一般競争参加資格がないと認め１０及び一般競争拡大通達９の規定により、

争参加資格がないと認めた業者名及びその理由（様式２） た業者名及びその理由（様式２）

④、⑤ （略） ④、⑤ （略）

⑥イ） （略） ⑥イ） （略）

ロ）低入札事務手続通達第４に規定する調査の結果の概要（標準様式例 ロ）低入札事務手続通達第４（調査の実施）に規定する調査の結果の概

４） 要（標準様式例４）

ハ）～ホ） （略） ハ）～ホ） （略）

ヘ）同令第８９条 国土交通大臣の承認があった場合の当該 ヘ）同令第８９条に規定する国土交通大臣の承認があった場合の当該承の規定による

承認を示す文書 認を示す文書

ただし、ホ）及びヘ）については、次順位者を落札者とした場合に限 ただし、ホ）及びヘ）については、次順位者を落札者とした場合に限

る る。

⑦、⑧ （略） ⑦、⑧ （略）

⑨ が ⑨ 競争参加資格がないと認められた者からその説明を求められた場合の一般競争実施通達に基づく一般競争に付した場合は、競争参加資格

ないと認められた者からその説明を求められた場合の書面及びそれに対 書面及びそれに対する回答の書面

、一般競争拡大通達に基づく一般競争に付した場合は、する回答の書面
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苦情処理申立て書面及び苦情処理回答書面

⑩ 次に掲げる契約の内容（標準様式 ６－１） ⑩ 次に掲げる契約の内容（標準様式６－１）例

イ）、ロ） （略） イ）、ロ） （略）

⑪～⑬ （略） ⑪～⑬ （略）

(３) 指名競争に付した場合 (３) 指名競争に付した場合

① 工事の名称及び種別、入札予定年月日並びに等級区分

指名業者名及び指名業者の選定過程（標準様式例７） ① 指名業者名及び指名業者の選定過程（標準様式例７）②

② 公募型指名競争入札に付そうとした場合における次に掲げる事項

イ）技術資料を提出した者

ロ）指名されなかった者

ハ）非指名理由

③、④ （略） ③、④ （略）

⑤イ） （略） ⑤イ） （略）

ロ）低入札事務手続通達第４に規定する調査の結果の概要（標準様式例 ロ）低入札事務手続通達第４（調査の実施）に規定する調査の結果の概

４） 要（標準様式例４）

ハ）～ホ） （略） ハ）～ホ） （略）

ヘ）同令第８９条 国土交通大臣の承認があった場合の当該 ヘ）同令第８９条に規定する国土交通大臣の承認があった場合の当該承の規定による

承認を示す文書 認を示す文書

ただし、ホ）及びヘ）については、次順位者を落札者とした場合に限 ただし、ホ）及びヘ）については、次順位者を落札者とした場合に限

る る。

⑥～⑫ （略） ⑥～⑫ （略）

(４) （略） (４) （略）

４ 公表の時期 ４ 公表の時期

Ⅰ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関することを除く。）においては、次 Ⅰ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関することを除く。）においては、次

に掲げる時期に公表するものとする。 に掲げる時期に公表するものとする。

（１）通則的事項 （１）通則的事項

上記３Ⅰ（１）の 並びに⑧、⑨、⑪及び⑫は、それを定め 上記３Ⅰ（１）の①から⑥並びに⑧、⑨、⑪及び⑫は、それを定め又は①から⑥まで

又は作成した後速やかに当該事項を公表するものとする。ただし、すでに 作成した後速やかに当該事項を公表するものとする。ただし、すでに定め

定めてある場合にあっては、本通達の施行の日以降速やかに公表するもの てある場合にあっては、本通達の施行の日以降速やかに公表するものとす

とする。また当該事項を変更した場合にあっては、変更後速やかに公表す る。また当該事項を変更した場合にあっては、変更後速やかに公表するも

るものとする。 のとする。

のうち委員の氏名及び は、毎年度当初の委員会開催後 ⑦のうち委員の氏名及び職業等は、毎年度当初の委員会開催後速やか３Ⅰ（１）⑦ 職業

速やかに、また委員の変更のあった場合には、その直近の委員会の開催後 に、また委員の変更のあった場合には、その直近の委員会の開催後速やか

速やかに公表するものとする。また、審議の概要等については、当該審議 に公表するものとする。また、審議の概要等については、当該審議のあっ

のあった入札監視委員会の開催後速やかに公表するものとする。 た入札監視委員会の開催後速やかに公表するものとする。

は、当該措置を行った後速やかに公表するものとする。 ⑩は、当該措置を行った後速やかに公表するものとする。３Ⅰ（１）⑩
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(２) 一般競争に付した場合 （２）一般競争に付した場合

３Ⅰ(２)①及び⑧のうち総合評価を実施した理由及び落札者決定基準 ３Ⅰ(２)①及び⑧のうち総合評価を実施した理由及び落札者決定基準

は、入札公告時に公表するものとする。 は、入札公告時に公表するものとする。

３Ⅰ(２)②、③及び⑦は、落札者決定後又は契約の相手方及び契約金額 ３Ⅰ(２)②、③及び⑦は、落札者決定後又は契約の相手方及び契約金額

の決定後速やかに公表するものとする。 の決定後速やかに公表するものとする。

並びに⑧のうち落札理由並びに⑩は、契約の締結 ３Ⅰ(２)④から⑥並びに⑧のうち落札理由並びに⑩は、契約の締結後速３Ⅰ(２)④から⑥まで

後速やかに公表するものとする。 やかに公表するものとする。

３Ⅰ(２)⑨及び⑬は、回答書面の発信後速やかに公表するものとする。 ３Ⅰ(２)⑨及び⑬は、回答書面の発信後速やかに公表するものとする。

３Ⅰ(２)⑪は、契約の変更後速やかに公表するものとする。 ３Ⅰ(２)⑪は、契約の変更後速やかに公表するものとする。

３Ⅰ(２)⑫は、工事成績評定点通知後速やかに公表するものとする。 ３Ⅰ(２)⑫は、工事成績評定点通知後速やかに公表するものとする。

(３) 指名競争に付した場合 （３）指名競争に付した場合

は、指名通知後速やかに公表するものとする。 ３Ⅰ(３)①及び②は、指名通知後速やかに公表するものとする。３Ⅰ(３)①

は落札者決定後又は契約の相手方及び契約金額の決定 ３Ⅰ(３)⑥は落札者決定後又は契約の相手方及び契約金額の決定後速や３Ⅰ(３)②及び⑥

後速やかに公表するものとする。 かに公表するものとする。

３Ⅰ(３)⑦のうち総合評価を行う理由及び落札者決定基準については、 ３Ⅰ(３)⑦のうち総合評価を行う理由及び落札者決定基準については、

技術資料収集に係る掲示を行う際に公表するものとする。 技術資料収集に係る掲示を行う際に公表するものとする。

は契約の締結後速やかに公表するものとす ３Ⅰ(３)③から⑤並びに⑨は契約の締結後速やかに公表するものとす３Ⅰ(３)③から⑤まで及び⑨

る。 る。

３Ⅰ(３)⑧及び⑫は、回答書面の発信後速やかに公表するものとする。 ３Ⅰ(３)⑧及び⑫は、回答書面の発信後速やかに公表するものとする。

３Ⅰ(３)⑩は、契約の変更後速やかに公表するものとする。 ３Ⅰ(３)⑩は、契約の変更後速やかに公表するものとする。

３Ⅰ(３)⑪は、工事成績評定点通知後速やかに公表するものとする。 ３Ⅰ(３)⑪は、工事成績評定点通知後速やかに公表するものとする。

(４) 随意契約によることとした場合 （４）随意契約によることとした場合

及び②は、契約の締結後速やかに、公表するものとする。 ３Ⅰ（４）①から③及び②は、契約の締結後速やかに、公表するものと３Ⅰ（４）①

する。

３Ⅰ（４）③及び⑥は、回答書面の発信後 は契約の変更後 ３Ⅰ（４）③及び⑥は、回答書面の発信後速やかに④は契約の変更後速速やかに、④

速やかに公表するものとする。 やかに公表するものとする。

３Ⅰ（４）⑤は、工事成績評定点通知後速やかに公表するものとする。 ３Ⅰ（４）⑤は、工事成績評定点通知後速やかに公表するものとする。

Ⅱ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関することに限る。）においては、次 Ⅱ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関することに限る。）においては、次

に掲げる事項について公表するものとする。 に掲げる事項について公表するものとする。

（１）通則的事項 （１）通則的事項

上記３Ⅱ（１）の 並びに⑧、⑨、⑪及び⑫は、それを定め 上記３Ⅱ（１）の①から⑥並びに⑧、⑨、⑪及び⑫は、それを定め又は①から⑥まで

又は作成した後速やかに当該事項を公表するものとする。ただし、既に定 作成した後速やかに当該事項を公表するものとする。ただし、既に定めて

めてある場合にあっては、本通達の施行の日以降速やかに公表するものと ある場合にあっては、本通達の施行の日以降速やかに公表するものとす

する。 る。また、当該事項を変更した場合にあっては、変更後速やかに公表す

るものとする。

のうち委員の氏名及び 毎年度当初の委員会 ⑦のうち委員の氏名及び職業等については毎年度当初の委員会及び委員３Ⅱ（１）⑦ 職業は、 開催後
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委員の変更のあった 直近の委員会の開催 の変更のあった直近の委員会の開催後速やかに、また審議の概要について速やかに、また、 場合には、その

後速やかに公表するものとする。また については は当該入札監視委員会の開催後速やかに公表するものとする。、審議の概要等 、当該審

の開催後速やかに公表するものとする。議のあった入札監視委員会

は、当該措置を行った後速やかに公表するものとする。 ⑩は、当該措置を行った後速やかに公表するものとする。３Ⅱ（１）⑩

(２) 一般競争に付した場合 （２）一般競争に付した場合

３Ⅱ(２)①及び⑧のうち総合評価を実施した理由及び落札者決定基準 ３Ⅱ(２)①及び⑧のうち総合評価を実施した理由及び落札者決定基準

は、入札公告時に公表するものとする。 は、入札公告時に公表するものとする。

３Ⅱ(２)②、③及び⑦は、落札者決定後又は契約の相手方及び契約金額 ３Ⅱ(２)②、③及び⑦は、落札者決定後又は契約の相手方及び契約金額

の決定後速やかに公表するものとする。 の決定後速やかに公表するものとする。

並びに⑧のうち落札理由並びに⑩は、契約の締結 ３Ⅱ(２)④から⑥並びに⑧のうち落札理由並びに⑩は、契約の締結後速３Ⅱ(２)④から⑥まで

後速やかに公表するものとする。 やかに公表するものとする。

３Ⅱ(２)⑨及び⑬は、回答書面の発信後速やかに公表するものとする。 ３Ⅱ(２)⑨及び⑬は、回答書面の発信後速やかに公表するものとする。

３Ⅱ(２)⑪は、契約の変更後速やかに公表するものとする。 ３Ⅱ(２)⑪は、契約の変更後速やかに公表するものとする。

３Ⅱ(２)⑫は、工事成績評定点通知後速やかに公表するものとする。 ３Ⅱ(２)⑫は、工事成績評定点通知後速やかに公表するものとする。

(３) 指名競争に付した場合 （３）指名競争に付した場合

は、指名通知後速やかに公表するものとする。 ３Ⅱ(３)①及び②は、指名通知後速やかに公表するものとする。３Ⅱ(３)①

は落札者決定後又は契約の相手方及び契約金額の決定 ３Ⅱ(３)⑥は落札者決定後又は契約の相手方及び契約金額の決定後速や３Ⅱ(３)②及び⑥

後速やかに公表するものとする。 かに公表するものとする。

３Ⅱ(３)⑦のうち総合評価を行う理由及び落札者決定基準については、 ３Ⅱ(３)⑦のうち総合評価を行う理由及び落札者決定基準については、

技術資料収集に係る掲示を行う際に公表するものとする。 技術資料収集に係る掲示を行う際に公表するものとする。

は契約の締結後速やかに公表するものとす ３Ⅱ(３)③から⑤並びに⑨は契約の締結後速やかに公表するものとす３Ⅱ(３)③から⑤まで及び⑨

る。 る。

３Ⅱ(３)⑧及び⑫は、回答書面の発信後速やかに公表するものとする。 ３Ⅱ(３)⑧及び⑫は、回答書面の発信後速やかに公表するものとする。

３Ⅱ(３)⑩は、契約の変更後速やかに公表するものとする。 ３Ⅱ(３)⑩は、契約の変更後速やかに公表するものとする。

３Ⅱ(３)⑪は、工事成績評定点通知後速やかに公表するものとする。 ３Ⅱ(３)⑪は、工事成績評定点通知後速やかに公表するものとする。

(４) （略） （４） （略）

５ 公表の方法 ５ 公表の方法

Ⅰ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関することを除く。）においては、次 Ⅰ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関することを除く。）においては、次

に掲げる方法で公表するものとする。 に掲げる方法で公表するものとする。

（１）通則的事項 （１）通則的事項

３Ⅰ（１）については、原則として閲覧に供する方法（閲覧所を設け、 ３Ⅰ（１）については、原則として閲覧に供する方法（閲覧所を設け、

又はインターネットにより閲覧に供することをいう。インターネットによ 又はインターネットにより閲覧に供することをいう。インターネットによ

り閲覧に供する場合には、パソコン等を活用して閲覧所等において閲覧さ り閲覧に供する場合には、パソコン等を活用して閲覧所等において閲覧さ

せること。以下同じ。）によるものとする。 せること。以下同じ。）によるものとする。

及び⑩については、当該閲覧に供する方法に加え、日刊新 ⑦及び⑩については、当該閲覧に供する方法に加え、日刊新聞紙へ記事３Ⅰ（１）⑦

聞紙へ記事投げ込みを行うものとする。 投げ込みを行うものとする。
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（２）一般競争及び指名競争に付した場合並びに随意契約によることとした場 （２）一般競争及び指名競争に付した場合並びに随意契約によることとした場

合について 合について

３Ⅰ（２）②、③、⑤及び⑥（調査基準価格を除く）並びに ３Ⅰ（２）②、③、⑤及び⑥（調査基準価格を除く）並びに⑧から⑬並⑧から⑬ま

並びに３Ⅰ（３）①、②、④及び⑤（調査基準価格を除く）並びに びに３Ⅰ（３）①、②、④及び⑤（調査基準価格を除く）並びに⑦から⑫で ⑦か

は、閲覧に供する方法によるもの 並びに３Ⅰ（４）②から⑥は、閲覧に供する方法によるものとする。ら⑫まで並びに３Ⅰ（４）②から⑥まで

とする。 ３Ⅰ（２）①及び④並びに⑥のうち調査基準価格並びに⑦及び３Ⅰ

３Ⅰ（２）①及び④並びに⑥のうち調査基準価格並びに⑦及び３Ⅰ （３）③並びに⑤のうち調査基準価格並びに⑥及び３Ⅰ（４）①は、「入

（３）③並びに⑤のうち調査基準価格並びに⑥及び３Ⅰ（４）①は、「入 札情報サービス（ＰＰＩ）」を利用してインターネットにより公表すると

札情報サービス（ＰＰＩ）」を利用してインターネットにより公表すると ともに、閲覧所を設け閲覧に供する方法によるものとする。

ともに、閲覧所を設け閲覧に供する方法によるものとする。 （注）「入札情報サービス（ＰＰＩ）」とは、財団法人日本建設情報総合

（注）「入札情報サービス（ＰＰＩ）」とは、財団法人日本建設情報総合 センターによって入札等に関する情報が提供されるサービスのことで

センターによって入札等に関する情報が提供されるサービスのことで ある。

ある。

Ⅱ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関することに限る。）においては、次

Ⅱ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関することに限る。）においては、次 に掲げる方法で公表するものとする。

に掲げる方法で公表するものとする。 （１）通則的事項

（１）通則的事項 ３Ⅱ（１）については、原則として閲覧に供する方法（閲覧所を設け、

３Ⅱ（１）については、原則として閲覧に供する方法（閲覧所を設け、 又はインターネットにより閲覧に供することをいう。インターネットによ

又はインターネットにより閲覧に供することをいう。インターネットによ り閲覧に供する場合には、パソコン等を活用して閲覧所等において閲覧さ

り閲覧に供する場合には、パソコン等を活用して閲覧所等において閲覧さ せること。以下同じ。）によるものとする。

せること。以下同じ。）によるものとする。 ⑦及び⑩については、原則として閲覧に供する方法に加え、日刊新聞紙

及び⑩については、 閲覧に供する方法に加え、日刊新 へ記事投げ込みを行うものとする。３Ⅱ（１）⑦ 当該

聞紙へ記事投げ込みを行うものとする。

（２）一般競争及び指名競争に付した場合並びに随意契約によることとした場 （２）一般競争及び指名競争に付した場合並びに随意契約によることとした場

合 合

３Ⅱ（２）②、③、⑤及び⑥（調査基準価格を除く）並びに ３Ⅱ（２）②、③、⑤及び⑥（調査基準価格を除く）並びに⑧から⑬並⑧から⑬ま

並びに３Ⅱ（２）①、②、④及び⑤（調査基準価格を除く）並びに びに３Ⅱ（２）①、②、④及び⑤（調査基準価格を除く）並びに⑦から⑫で ⑦か

は、閲覧に供する方法によるもの 並びに３Ⅱ（４）②から⑥は、閲覧に供する方法によるものとする。ら⑫まで並びに３Ⅱ（４）②から⑥まで

とする。 ３Ⅱ（２）①及び④並びに⑥のうち調査基準価格並びに⑦及び３Ⅱ

３Ⅱ（２）①及び④並びに⑥のうち調査基準価格並びに⑦及び３Ⅱ （３）③並びに⑤のうち調査基準価格並びに⑥及び３Ⅱ（４）①は、「入

（３）③並びに⑤のうち調査基準価格並びに⑥及び３Ⅱ（４）①は、「入 札情報サービス（ＰＡＳ）」を利用しインターネットにより公表するとと

札情報サービス（ＰＡＳ）」を インターネットにより公表すると もに、閲覧所を設け閲覧に供する方法によるものとする。利用して

ともに、閲覧所を設け閲覧に供する方法によるものとする。

６ 公表の場所 ６ 公表の場所

Ⅰ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関することを除く。）においては、上 Ⅰ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関することを除く。）においては、上

記５の公表の方法のうち、閲覧に供する方法による場合には、次に掲げる場 記５の公表の方法のうち、閲覧に供する方法による場合には、次に掲げる場

所の閲覧所において公表するものとする。ただし、やむをえない場合には別 所の閲覧所において公表するものとする。ただし、やむをえない場合には別
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に指定する場所を閲覧所とすることができる。 に指定する場所を閲覧所とすることができる。

（１）通則的事項 （１）通則的事項

イ） 並びに⑧、⑨及び⑪については、地方整備局 イ）３Ⅰ（１）①から⑤並びに⑧、⑨及び⑪については、地方整備局の本３Ⅰ（１）①から⑤まで

の本局総務部契約課又は企画部技術管理課又は営繕部技術・評価課 局総務部契約課又は企画部技術管理課又は営繕部技術・評価課、及び各及び

の担当課 工事事務所の担当課各事務所

ロ） 及び⑦は、本局総務部契約課 ロ）⑥及び⑦は、本局総務部契約課３Ⅰ（１）⑥

ハ） については、当該指名停止措置の根拠となった事案の発 ハ）⑩については、当該指名停止措置の根拠となった事案の発生した本局３Ⅰ（１）⑩

生した本局総務部契約課 総務部契約課

（２）一般競争及び指名競争に付した場合並びに随意契約によることとした場 （２）一般競争及び指名競争に付した場合並びに随意契約によることとした場

合 合

イ）３Ⅰ（２）①から⑪は、本局総務部契約課。イ）３Ⅰ（２）①から⑪まで、（３）①から⑩まで及び（４）①から④ま

では、支出負担行為担当官（以下「本官」という。）の発注する工事に

ついては、本局総務部契約課、また分任支出負担行為担当官（以下「分

任官」という。）の発注する工事については、各事務所の契約担当課。

ただし、３Ⅰ（２）⑨（一般競争拡大通達に基づく一般競争に付した

場合に限る。）、（３）⑧及び（４）③の再苦情処理に係るものについ

ては、本局総務部契約課。

ロ）３Ⅰ（２）⑫及び⑬は、本局企画部技術管理課又は営繕部技術・評価ロ）３Ⅰ（２）⑫及び⑬、（３）⑪及び⑫並びに（４）⑤及び⑥は、本官

課。の発注する工事については、本局企画部技術管理課又は営繕部技術・評

価課、また、分任官の発注する工事については、各事務所の担当課。

ハ）３Ⅰ（３）①から⑩及び（４）①から④は、支出負担行為担当官（以（削除）

下「本官」という。）の発注する工事については、本局総務部契約課、

また分任支出負担行為担当官（以下「分任官」という。）の発注する工

事については、各事務所の契約担当課。

ニ）３Ⅰ（３）⑪及び⑫並びにⅠ（４）⑤及び⑥は、本官の発注する工事（削除）

については、本局企画部技術管理課又は営繕部技術・評価課、また、分

任官の発注する工事については、各事務所の担当課。

ただし、３Ⅰ（３）⑧及びⅠ（４）②は、再苦情処理に係るものについ（削除）

ては、本局総務部契約課において、公表するものとする。

Ⅱ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関することに限る。）においては、上 Ⅱ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関することに限る。）においては、上

記５の公表の方法のうち、閲覧に供する方法による場合には、次に掲げる場 記５の公表の方法のうち、閲覧に供する方法による場合には、次に掲げる場

所の閲覧所において公表するものとする。ただし、やむをえない場合には別 所の閲覧所において公表するものとする。ただし、やむをえない場合には別

に指定する場所を閲覧所とすることができる。 に指定する場所を閲覧所とすることができる。

（１）通則的事項 （１）通則的事項

イ） 並びに⑧、⑨及び⑪については、地方整備局 イ）３Ⅱ（１）①から⑤並びに⑧、⑨及び⑪については、地方整備局の本３Ⅱ（１）①から⑤まで

の本局総務部経理調達課又は港湾空港部事業課及び各事務所の担当課。 局総務部経理調達課又は港湾空港部事業課及び各工事事務所の担当課。

ロ） 及び⑦は、本局総務部経理調達課。 ロ）⑥及び⑦は、本局総務部経理調達課。３Ⅱ（１）⑥

ハ） については、当該指名停止措置の根拠となった事案の発 ハ）⑩については、当該指名停止措置の根拠となった事案の発生した本局３Ⅱ（１）⑩
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生した本局総務部経理調達課等。 総務部経理調達課等。

（２）一般競争及び指名競争に付した場合並びに随意契約によることとした場 （２）一般競争及び指名競争に付した場合並びに随意契約によることとした場

合 合

イ）３Ⅱ（２）①から⑪は、本局総務部経理調達課。イ）３Ⅱ（２）①から⑪まで、（３）①から⑩まで及び（４）①から④ま

では、本官の発注する工事については、本局総務部経理調達課、また、

分任官の発注する工事については、各事務所の契約担当課。

ただし、３Ⅱ（２）⑨（一般競争拡大通達に基づく一般競争に付した

場合に限る。）、（３）⑧及び（４）③の再苦情処理に係るものについ

ロ）３Ⅱ（２）⑫及び⑬は、本局港湾空港部港湾事業課ては、本局総務部経理調達課。

ロ）３Ⅱ（２）⑫及び⑬、（３）⑪及び⑫並びに（４）⑤及び⑥は、本官

の発注する工事については、本局港湾事業課、また、分任官の発注する

ハ）３Ⅱ（３）①から⑩及び（４）①から④は、支出負担行為担当官（以工事については、各事務所の担当課。

下「本官」という。）の発注する工事については、本局総務部経理調達（削除）

課、また分任支出負担行為担当官（以下「分任官」という。）の発注す

る工事については、各事務所の契約担当課。

ニ）３Ⅱ（３）⑪及び⑫並びにⅡ（４）⑤及び⑥のうち、本官の発注する

工事については、本局港湾事業課、また、分任官の発注する工事につい（削除）

ては、各事務所の担当課。

ただし、３Ⅱ（３）⑧及びⅡ（４）②のうち、再苦情処理に係るものに

ついては、本局総務部経理調達課等において、公表するものとする。（削除）

７ 公表の期間

７ 公表の期間 Ⅰ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関することを除く。）においては、次

Ⅰ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関することを除く。）においては、次 に掲げる期間において公表するものとする。

に掲げる期間において公表するものとする。 （１）通則的事項

（１）通則的事項 ３Ⅰ（１）①及び②については、当該資格及び名簿等が有効である期間

３Ⅰ（１）①及び②については、当該資格及び名簿等が有効である期間 中、当該事項を公表するものとする。

中、当該事項を公表するものとする。 ③から⑥並びに⑧、⑨及び⑪については、常時公表するものとする。

並びに⑧、⑨及び⑪については、常時公表する３Ⅰ（１）③から⑥まで

ものとする。 ⑦については、当該入札監視委員会の審議が行われた日の属する年度及

については、当該入札監視委員会の審議が行われた日の属 びその翌年度において、当該事項を公表するものとする。３Ⅰ（１）⑦

する年度及びその翌年度において、当該事項を公表するものとする。 ⑩については、当該措置を行った日の属する年度及びその翌年度におい

については、当該措置を行った日の属する年度及びその翌 て、当該事項を公表するものとする。３Ⅰ（１）⑩

年度において、当該事項を公表するものとする。

（２）一般競争及び指名競争に付した場合並びに随意契約によることとした場

（２）一般競争及び指名競争に付した場合並びに随意契約によることとした場 合

合 ３Ⅰ（２）からⅠ（４）は、一般競争に付した場合は公告をした日、指

は、一般競争に付した場合は公告をした 名競争に付した場合は指名通知をした日、随意契約によることとした場合３Ⅰ（２）からⅠ（４）まで

日、指名競争に付した場合は指名通知をした日、随意契約によることとし は当該契約を締結した日の属する年度及びその翌年度において、当該事項
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た場合は当該契約を締結した日の属する年度及びその翌年度において、当 を公表するものとする。

該事項を公表するものとする。

Ⅱ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関することに限る。）においては、次

Ⅱ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関することに限る。）においては、次 に掲げる期間において公表するものとする。

に掲げる期間において公表するものとする。 （１）通則的事項

（１）通則的事項 ３Ⅱ（１）①及び②については、当該資格及び名簿等が有効である期間

３Ⅱ（１）①及び②については、当該資格及び名簿等が有効である期間 中、当該事項を公表するものとする。

中、当該事項を公表するものとする。

並びに⑧、⑨及び⑪については、常時公表する ③から⑥並びに⑧、⑨及び⑪については、常時公表するものとする。３Ⅱ（１）③から⑥まで

ものとする。 ⑦については、当該入札監視委員会の審議が行われた日の属する年度及

については、当該入札監視委員会の審議が行われた日の属 びその翌年度において、当該事項を公表するものとする。３Ⅱ（１）⑦

する年度及びその翌年度において、当該事項を公表するものとする。 ⑩については、当該措置を行った日の属する年度及びその翌年度におい

については、当該措置を行った日の属する年度及びその翌 て、当該事項を公表するものとする。３Ⅱ（１）⑩

年度において、当該事項を公表するものとする。

（２）一般競争及び指名競争に付した場合並びに随意契約によることとした

（２）一般競争及び指名競争に付した場合並びに随意契約によることとした 場合

場合 ３Ⅱ（２）からⅡ（４）については、一般競争に付した場合は公告をし

については、一般競争に付した場合は公告 た日、指名競争に付した場合は指名通知をした日、随意契約によろうとし３Ⅱ（２）からⅡ（４）まで

をした日、指名競争に付した場合は指名通知をした日、随意契約に た場合は当該契約を締結した日の属する年度及び において、当該事よるこ 翌年度

は当該契約を締結した日の属する年度及び におい 項を公表するものとする。ととした場合 その翌年度

て、当該事項を公表するものとする。

様式１－１～２ （略）

様式１－１～２ （略）

様式３ （略）

（削除）

標準様式例１～７ （略）

標準様式例１～７ （略）
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○建設コンサルタント業務等における入札及び契約の過程並びに契約の内容等に係る情報の公表について

（平成１４年９月５日付け国官会第１２１１号、国地契第３４号）（抄）

改 正 案 現 行

（別紙） （別紙）

１ 定義 １ 定義

（１）～（８）（略） （１）～（８）（略）

（９）この通達において、「入札調書等」とは、 （９）この通達において、「入札調書等」とは、「地方整備局会計事務取扱細「地方整備局会計事務取扱標

（平成１４年３月２８日付け国官会第４１３６号。以下「細則」 則」（平成１４年３月２８日付け国官会第４１３６号。以下「細則」とい準細則」

という。）別記様式第３６に規定する入札調書又は「公共工事に係る入札 う。）別記様式第３６に規定する入札調書又は「公共工事に係る入札結果

結果の公表について」（平成６年６月２２日付け港管第１３６８号）別紙 の公表について」（平成６年６月２２日付け港管第１３６８号）別紙様式

様式第１に規定する一般競争入札結果調書をいう。 第１に規定する一般競争入札結果調書をいう。

（１０）（略） （１０）（略）

２ （略） ２ （略）

３ 公表の内容 ３ 公表の内容

Ⅰ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関することを除く。）においては、次 Ⅰ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関することを除く。）においては、次

に掲げる事項について公表するものとする。 に掲げる事項について公表するものとする。

（１）通則的事項 （１）通則的事項

①～⑥ （略） ①～⑥ （略）

⑦ （昭和５６ ⑦ 「地方建設局請負測量作業監督技術基準（案）について」（昭和５６「地方整備局請負測量作業監督技術基準（案）について」

年３月１８日付け建設省技調発第１１８号）、 年３月１８日付け建設省技調発第１１８号）、「地方建設局請負測量作「地方整備局請負測量作

（昭和５６年３月１８日付け建設省技 業検査技術基準（案）について」（昭和５６年３月１８日付け建設省技業検査技術基準（案）について」

調発第１１９号）、「地方整備局委託業務等成績評定要領の改正につい 調発第１１９号）、「地方整備局委託業務等成績評定要領の改正につい

て」（平成１４年９月５日付け国官技発第１４２号）、「地方整備局委 て」（平成１４年９月５日付け国官技発第１４２号）、「地方整備局委

託業務等成績評定要領の運用について」（平成１４年９月５日付け国官 託業務等成績評定要領の運用について」（平成１４年９月５日付け国官

技発第１４３号）、「地方整備局等建築設計委託業務成績評定要領の制 技発第１４３号）、「地方整備局等建築設計委託業務成績評定要領の制

定について」（平成１４年６月２８日付け国営建第４９号）及び「地方 定について」（平成１４年６月２８日付け国営建第４９号）及び「地方

整備局等建築設計委託業務成績評定要領の運用」（平成１７年２月１４ 整備局等建築設計委託業務成績評定要領の運用」（平成１７年２月１４

日付け国営整第１５２号） 日付け国営整第１５２号）

⑧ （略） ⑧ （略）

⑨ 「公正入札調査委員会設置要領準則」 ⑨ 「公正入札調査委員会設置要領準則」（平成６年３月３０日付け建設（平成１５年３月１０日付け国

別添２（談合情報対応マニュアル） 省厚発第１２４号）別添２（談合情報対応マニュアル）地契第９２号）

⑩ （略） ⑩ （略）

（２）指名競争に付した場合 （２）指名競争に付した場合

① 業務の名称、業種区分及び入札予定年月日

（略） ① （略）②
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公募型競争入札及び簡易公募型競争入札に 場合における次に掲 ② 公募型競争入札及び簡易公募型競争入札に付そうとした場合における③ 付した

げる事項（様式２） 次に掲げる事項（様式２）

イ）～ハ） （略） イ）～ハ） （略）

（略） ③～⑧ （略）④～⑨

契約金額の変更を伴う契約の変更をした場合の上記 ロ）及び契約変 ⑨ 契約金額の変更を伴う契約の変更をした場合の上記⑧ロ）及び契約変⑩ ⑨

更の理由（標準様式例４－２） 更の理由（標準様式例４－２）

（略） ⑩、⑪ （略）⑪、⑫

（３）プロポーザルに付した場合 （３）プロポーザルに付した場合

① 業務の名称及び業種区分

（略） ①～⑦ （略）②～⑧

契約金額の変更を伴う契約の変更をした場合の上記 イ）、ホ）及び ⑧ 契約金額の変更を伴う契約の変更をした場合の上記⑤イ）、ホ）及び⑨ ⑥

チ）並びに契約変更の理由（標準様式例４－２） チ）並びに契約変更の理由（標準様式例４－２）

（略） ⑨、⑩ （略）⑩、⑪

(４) (略) （４） （略）

Ⅱ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関することに限る。）においては、次 Ⅱ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関することに限る。）においては、次に

に掲げる事項について公表するものとする。 掲げる事項について公表するものとする。

（１）通則的事項 （１）通則的事項

①～⑨ （略） ①～⑨ （略）

⑩ ⑩ 「公正入札調査委員会設置要領準則」（平成６年６月２２日付け港管「公正入札調査委員会の設置等について」（平成１５年３月２８日付

別添２（談合情報対応マニュアル） 第１３６９号）別添２（談合情報対応マニュアル）け国港管第１１９９号）

⑪ （略） ⑪ （略）

（２）指名競争に付した場合 （２）指名競争に付した場合

① 業務の名称、業種区分及び入札予定年月日

（略） ① （略）②

公募型競争入札及び簡易公募型競争入札に 場合における次に掲 ② 公募型競争入札及び簡易公募型競争入札に付そうとした場合における③ 付した

げる事項（様式２） 次に掲げる事項（様式２）

イ）～ハ） （略） イ）～ハ） （略）

（略） ③～⑧ （略）④～⑨

契約金額の変更を伴う契約の変更をした場合の上記 ロ）及び契約変 ⑨ 契約金額の変更を伴う契約の変更をした場合の上記⑧ロ）及び契約変⑩ ⑨

更の理由（標準様式例４－２） 更の理由（標準様式例４－２）

（略） ⑩、⑪ （略）⑪、⑫

（３）プロポーザルに付した場合 （３）プロポーザルに付した場合

① 業務の名称及び業種区分

（略） ①～⑦ （略）②～⑧

契約金額の変更を伴う契約の変更をした場合の上記 イ）、ホ）及び ⑧ 契約金額の変更を伴う契約の変更をした場合の上記⑤イ）、ホ）及び⑨ ⑥



- 3 -

チ）並びに契約変更の理由（標準様式例４－２） チ）並びに契約変更の理由（標準様式例４－２）

（略） ⑨、⑩ （略）⑩、⑪

（４） (略) （４） (略)

４ 公表の時期 ４ 公表の時期

Ⅰ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関することを除く。）においては、次 Ⅰ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関することを除く。）においては、次

に掲げる時期に公表するものとする。 に掲げる時期に公表するものとする。

（１）通則的事項 （１）通則的事項

上記３Ⅰ（１）の ⑦、⑨及び⑩は、それを定め又は 上記３Ⅰ（１）の①から⑤、⑦、⑨及び⑩は、それを定め又は作成した①から⑤まで並びに

作成した後速やかに当該事項を公表するものとする。ただし、すでに定め 後速やかに当該事項を公表するものとする。ただし、すでに定めてある場

てある場合にあっては、本通達の施行の日以降速やかに公表するものとす 合にあっては、本通達の施行の日以降速やかに公表するものとする。また

る。また当該事項を変更した場合にあっては、変更後速やかに公表するも 当該事項を変更した場合にあっては、変更後速やかに公表するものとす

のとする。 る。

のうち委員の氏名及び職業等は、毎年度当初の委員会開催 ⑥のうち委員の氏名及び職業等は、毎年度当初の委員会開催後速やか３Ⅰ（１）⑥

後速やかに、また委員の変更のあった場合には、その直近の委員会の開催 に、また委員の変更のあった場合には、その直近の委員会の開催後速やか

後速やかに公表するものとする。また、審議の概要等については、当該審 に公表するものとする。また、審議の概要等については、当該審議のあっ

議のあった入札監視委員会の開催後速やかに公表するものとする。 た入札監視委員会の開催後速やかに公表するものとする。

は、当該措置を行った後速やかに公表するものとする。 ⑧は、当該措置を行った後速やかに公表するものとする。３Ⅰ（１）⑧

（２）指名競争に付した場合 （２）指名競争に付した場合

は、指名通知後 ３Ⅰ(２)①及び②は、指名通知後速やかに公表するものとする。３Ⅰ(２)① （公募型競争入札及び簡易公募型競争入札に

速やかに公表するものとする。付した場合においてはそれを定めた後）

は落札者決定後又は契約の相手方及び契約金額の ３Ⅰ(２)⑥は落札者決定後又は契約の相手方及び契約金額の決定後速や３Ⅰ(２)②、③及び⑦

決定後速やかに公表するものとする。 かに公表するものとする。

は、契約の締結後速やかに公表するものと ３Ⅰ(２)③から⑤並びに⑧は、契約の締結後速やかに公表するものとす３Ⅰ(２)④から⑥まで及び⑨

する。 る。

は、回答書面の発信後速やかに公表するものとする。 ３Ⅰ(２)⑦及び⑪は、回答書面の発信後速やかに公表するものとする。３Ⅰ(２)⑧及び⑫

は、契約の変更後速やかに公表するものとする。 ３Ⅰ(２)⑨は、契約の変更後速やかに公表するものとする。３Ⅰ(２)⑩

は、成績評定点通知後速やかに公表するものとする。 ３Ⅰ(２)⑩は、成績評定点通知後速やかに公表するものとする。３Ⅰ(２)⑪

(３) プロポーザルに付した場合 （３）プロポーザルに付した場合

３Ⅰ(３)①及び②は、選定通知後速やかに公表するものとする。３Ⅰ(３)①は、それを定めた後（標準プロポーザルに付した場合におい

速やかに公表するものとする。ては選定通知後）

は、特定通知後速やかに公表するものとする。 ３Ⅰ(３)③及び④は、特定通知後速やかに公表するものとする。３Ⅰ(３)②から⑤まで

は、契約の締結後速やかに公表するものとする。 ３Ⅰ(３)⑤及び⑥は、契約の締結後速やかに公表するものとする。３Ⅰ(３)⑥及び⑦

は、回答書面の発信後速やかに公表するものとする。 ３Ⅰ(３)⑦及び⑩は、回答書面の発信後速やかに公表するものとする。３Ⅰ(３)⑧及び⑪

は、契約の変更後速やかに公表するものとする。 ３Ⅰ(３)⑧は、契約の変更後速やかに公表するものとする。３Ⅰ(３)⑨

は、成績評定点通知後速やかに公表するものとする。 ３Ⅰ(３)⑨は、成績評定点通知後速やかに公表するものとする。３Ⅰ(３)⑩
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(４) （略） （４） （略）

Ⅱ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関することに限る。）においては、次 Ⅱ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関することに限る。）においては、次

に掲げる時期に公表するものとする。 に掲げる時期に公表するものとする。

（１）通則的事項 （１）通則的事項

上記３Ⅱ（１）の ⑦、⑨及び⑩は、それを定め又は 上記３Ⅱ（１）の①から⑤、⑦、⑨及び⑩は、それを定め又は作成した①から⑤まで並びに

作成した後速やかに当該事項を公表するものとする。ただし、すでに定め 後速やかに当該事項を公表するものとする。ただし、すでに定めてある場

てある場合にあっては、本通達の施行の日以降速やかに公表するものとす 合にあっては、本通達の施行の日以降速やかに公表するものとする。また

る。また当該事項を変更した場合にあっては、変更後速やかに公表するも 当該事項を変更した場合にあっては、変更後速やかに公表するものとす

のとする。 る。

のうち委員の氏名及び職業等は、毎年度当初の委員会開催 ⑥のうち委員の氏名及び職業等は、毎年度当初の委員会開催後速やか３Ⅱ（１）⑥

後速やかに、また委員の変更のあった場合には、その直近の委員会の開催 に、また委員の変更のあった場合には、その直近の委員会の開催後速やか

後速やかに公表するものとする。また、審議の概要等については、当該審 に公表するものとする。また、審議の概要等については、当該審議のあっ

議のあった入札監視委員会の開催後速やかに公表するものとする。 た入札監視委員会の開催後速やかに公表するものとする。

は、当該措置を行った後速やかに公表するものとする。 ⑧は、当該措置を行った後速やかに公表するものとする。３Ⅱ（１）⑧

(２) 指名競争に付した場合 （２）指名競争に付した場合

は、指名通知後 ３Ⅱ(２)①及び②は、指名通知後速やかに公表するものとする。３Ⅱ(２)① （公募型競争入札及び簡易公募型競争入札に

速やかに公表するものとする。付した場合においてはそれを定めた後）

は、落札者決定後又は契約の相手方及び契約金額 ３Ⅱ(２)⑥は、落札者決定後又は契約の相手方及び契約金額の決定後速３Ⅱ(２)②、③及び⑦

の決定後速やかに公表するものとする。 やかに公表するものとする。

は、契約の締結後速やかに公表するものと ３Ⅱ(２)③から⑤及び⑧は、契約の締結後速やかに公表するものとす３Ⅱ(２)④から⑥まで及び⑨

する。 る。

は、回答書面の発信後速やかに公表するものとする。 ３Ⅱ(２)⑦及び⑪は、回答書面の発信後速やかに公表するものとする。３Ⅱ(２)⑧及び⑫

は、契約の変更後速やかに公表するものとする。 ３Ⅱ(２)⑨は、契約の変更後速やかに公表するものとする。３Ⅱ(２)⑩

は、成績評定点通知後速やかに公表するものとする。 ３Ⅱ(２)⑩は、成績評定点通知後速やかに公表するものとする。３Ⅱ(２)⑪

(３) プロポーザルに付した場合 （３）プロポーザルに付した場合

３Ⅱ(３)①及び②は、選定通知後速やかに公表するものとする。３Ⅱ(３)①は、それを定めた後（標準プロポーザルに付した場合におい

速やかに公表するものとする。ては選定通知後）

は、特定通知後速やかに公表するものとする。 ３Ⅱ(３)③及び④は、特定通知後速やかに公表するものとする。３Ⅱ(３)②から⑤まで

は、契約の締結後速やかに公表するものとする。 ３Ⅱ(３)⑤及び⑥は、契約の締結後速やかに公表するものとする。３Ⅱ(３)⑥及び⑦

は、回答書面の発信後速やかに公表するものとする。 ３Ⅱ(３)⑦及び⑩は、回答書面の発信後速やかに公表するものとする。３Ⅱ(３)⑧及び⑪

は、契約の変更後速やかに公表するものとする。 ３Ⅱ(３)⑧は、契約の変更後速やかに公表するものとする。３Ⅱ(３)⑨

は、成績評定点通知後速やかに公表するものとする。 ３Ⅱ(３)⑨は、成績評定点通知後速やかに公表するものとする。３Ⅱ(３)⑩

(４) （略） （４） （略）

５ 公表の方法 ５ 公表の方法

Ⅰ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関することを除く。）においては、次 Ⅰ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関することを除く。）においては、次
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に掲げる方法で公表するものとする。） に掲げる方法で公表するものとする。

(１) 通則的事項 (１) 通則的事項

３Ⅰ（１）については、原則として閲覧に供する方法（閲覧所を設け、 ３Ⅰ（１）については、原則として閲覧に供する方法（閲覧所を設け、

又はインターネットにより閲覧に供することをいう。インターネットによ 又はインターネットにより閲覧に供することをいう。インターネットによ

り閲覧に供する場合には、パソコン等を活用して閲覧所等において閲覧さ り閲覧に供する場合には、パソコン等を活用して閲覧所等において閲覧さ

せること。以下同じ。）によるものとする。 せること。以下同じ。）によるものとする。

については、当該閲覧に供する方法に加え、日刊新 ⑥及び⑧については、当該閲覧に供する方法に加え、日刊新聞紙へ記事３Ⅰ（１）⑥及び⑧

聞紙へ記事投げ込みを行うものとする。 投げ込みを行うものとする。

(２) 指名競争に付した場合及びプロポーザルに付した場合並びに随意契約に (２) 指名競争に付した場合及びプロポーザルに付した場合並びに随意契約に

よることとした場合 よることとした場合

３Ⅰ（２）①、②、④、⑤及び⑦から⑪並びに３Ⅰ（３）①、②、③、３Ⅰ（２）①から③まで、⑤、⑥及び⑧から⑫まで、３Ⅰ（３）①から

は、閲覧に供する ④及び⑥から⑩並びに３Ⅰ（４）②から⑥は、閲覧に供する方法によるも⑤まで及び⑦から⑪まで並びに３Ⅰ（４）②から⑥まで

方法によるものとする。 のとする。

３Ⅰ（２）③及び⑥並びに３Ⅰ（３）⑤並びに３Ⅰ（４）①は、「入札３Ⅰ（２）①（公募型競争入札及び簡易公募型競争入札に付した場合に

情報サービス（ＰＰＩ）」により公表するとともに、閲覧所を設け閲覧に限る。）④及び⑦、３Ⅰ（３）①（標準プロポーザルに付した場合を除

並びに３Ⅰ（４）①は、「入札情報サービス（ＰＰＩ）」 供する方法によるものとする。く。）及び⑥ を

により公表するとともに、閲覧所を設け閲覧に供利用してインターネット

する方法によるものとする。

Ⅱ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関することに限る。）においては、次 Ⅱ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関することに限る。）においては、次

に掲げる方法で公表するものとする。 に掲げる方法で公表するものとする。

（１）通則的事項 (１) 通則的事項

３Ⅱ（１）については、原則として閲覧に供する方法（閲覧所を設け、 ３Ⅱ（１）については、原則として閲覧に供する方法（閲覧所を設け、

又はインターネットにより閲覧に供することをいう。インターネットによ 又はインターネットにより閲覧に供することをいう。インターネットによ

り閲覧に供する場合には、パソコン等を活用して閲覧所等において閲覧さ り閲覧に供する場合には、パソコン等を活用して閲覧所等において閲覧さ

せること。以下同じ。）によるものとする。 せること。以下同じ。）によるものとする。

については、当該閲覧に供する方法に加え、日刊新 ⑥及び⑧については、当該閲覧に供する方法に加え、日刊新聞紙へ記事３Ⅱ（１）⑥及び⑧

聞紙へ記事投げ込みを行うものとする。 投げ込みを行うものとする。

（２）指名競争に付した場合及びプロポーザルに付した場合並びに随意契約に (２) 指名競争に付した場合及びプロポーザルに付した場合並びに随意契約に

よることとした場合 よることとした場合

３Ⅱ（２）①、②、④、⑤及び⑦から⑪並びに３Ⅱ（３）①、②、③、３Ⅱ（２）①から③まで、⑤、⑥及び⑧から⑫まで、３Ⅱ（３）①から

は、閲覧に供する ④及び⑥から⑩並びに３Ⅱ（４）②から⑥は、閲覧に供する方法によるも⑤まで及び⑦から⑪まで並びに３Ⅱ（４）②から⑥まで

方法によるものとする。 のとする。

３Ⅱ（２）③及び⑥並びに３Ⅱ（３）⑤並びに３Ⅱ（４）①は、「入札３Ⅱ（２）①（公募型競争入札及び簡易公募型競争入札に付した場合に

情報サービス（ＰＡＳ）」を利用して公表するとともに、閲覧所を設け閲限る。）④及び⑦、３Ⅱ（３）①（標準プロポーザルに付した場合を除

並びに３Ⅱ（４）①は、「入札情報サービス（ＰＡＳ）」を 覧に供する方法によるものとする。く。）及び⑥

利用して とともに、閲覧所を設け閲覧に供インターネットにより公表する

する方法によるものとする。



- 6 -

６ 公表の場所 ６ 公表の場所

Ⅰ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関することを除く。）においては、 Ⅰ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関することを除く。）においては、５上

の公表の方法のうち、閲覧に供する方法による場合は、次に掲げる場所 の公表の方法のうち、閲覧に供する方法による場合は、次に掲げる場所の閲記５

の閲覧所において公表するものとする。ただし、やむをえない場合には別に 覧所において公表するものとする。ただし、やむをえない場合には別に指定

指定する場所を閲覧所とすることができる。 する場所を閲覧所とすることができる。

（１）通則的事項 (１) 通則的事項

イ） ⑦、⑨及び⑩は、地方整備局の本局総 イ）３Ⅰ（１）①から④、⑦、⑨及び⑩は、地方整備局の本局総務部契約３Ⅰ（１）①から④まで並びに

務部契約課又は企画部技術管理課又は営繕部技術・評価課、及び各事務 課又は企画部技術管理課又は営繕部技術・評価課、及び各事務所の担当

所の担当課又は係 課又は係

ロ）、ハ） （略） ロ）、ハ） （略）

（２）指名競争に付した場合及びプロポーザルに付した場合並びに随意契約に (２) 指名競争に付した場合及びプロポーザルに付した場合並びに随意契約に

よることとした場合 よることとした場合

イ） イ）３Ⅰ（２）①から⑨、３Ⅰ（３）①から⑧及び３Ⅰ（４）①から⑤３Ⅰ（２）①から⑩まで、３Ⅰ（３）①から⑨まで及び３Ⅰ（４）①

は、支出負担行為担当官（以下「本官」という。）の発注す は、支出負担行為担当官（以下「本官」という。）の発注する業務につから⑤まで

る業務については、本局総務部契約課、また分任支出負担行為担当官 いては、本局総務部契約課、また分任支出負担行為担当官（以下「分任

（以下「分任官」という。）の発注する業務については各事務所の担当 官」という。）の発注する業務については各事務所の担当課又は係。た

課又は係。ただし、 及び３Ⅰ（４）③の再 だし、３Ⅰ（２）⑦、３Ⅰ（３）⑦及び３Ⅰ（４）③の再苦情処理に係３Ⅰ（２）⑧、３Ⅰ（３）⑧

苦情処理に係るものについては、本局総務部契約課。 るものについては、本局総務部契約課。

ロ） 並びに３Ⅰ（４）⑤及び⑥ ロ）３Ⅰ（２）⑩及び⑪並びに３Ⅰ（３）⑨及び⑩並びに３Ⅰ（４）⑤及３Ⅰ（２）⑪及び⑫、３Ⅰ（３）⑩及び⑪

は、本官の発注する業務については、本局企画部技術管理課又は営繕部 び⑥は、本官の発注する業務については、本局企画部技術管理課又は営

技術・評価課、また、分任官の発注する業務については、各事務所の担 繕部技術・評価課、また、分任官の発注する業務については、各事務所

当課又は係。 の担当課又は係。

Ⅱ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関することに限る。）においては、 Ⅱ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関することに限る。）においては、５上

の公表の方法のうち、閲覧に供する方法による場合は、次に掲げる場所 の公表の方法のうち、閲覧に供する方法による場合は、次に掲げる場所の閲記５

の閲覧所において公表するものとする。ただし、やむをえない場合には別に 覧所において公表するものとする。ただし、やむをえない場合には別に指定

指定する場所を閲覧所とすることができる。 する場所を閲覧所とすることができる。

（１）通則的事項 (１) 通則的事項

イ）３Ⅱ（１）①から④まで並びに⑦、⑨及び⑩は、地方整備局の本局総 イ）３Ⅱ（１）①から④、⑦、⑨及び⑩は、地方整備局の本局総務部経理

務部経理調達課又は港湾空港部港湾事業課及び各事務所の担当課又は係 調達課又は港湾空港部港湾事業課及び各工事事務所の担当課又は係

ロ）、ハ） （略） ロ）、ハ） （略）

（２）指名競争に付した場合及びプロポーザルに付した場合並びに随意契約に (２) 指名競争に付した場合及びプロポーザルに付した場合並びに随意契約に

よることとした場合 よることとした場合

イ） イ）３Ⅱ（２）①から⑨、３Ⅱ（３）①から⑧及び３Ⅱ（４）①から④３Ⅱ（２）①から⑩まで、３Ⅱ（３）①から⑨まで及び３Ⅱ（４）①

は、本官の発注する業務については、本局総務部経理調達 は、本官の発注する業務については、本局総務部経理調達課、また、分から④まで

課、また、分任官の発注する業務については各事務所の契約担当課。 任官の発注する業務については各事務所の契約担当課。

ロ） 並びに３Ⅱ（４）⑤及び⑥ ロ）３Ⅱ（２）⑩及び⑪並びに３Ⅱ（３）⑨及び⑩並びに３Ⅱ（４）⑤及３Ⅱ（２）⑪及び⑫、３Ⅱ（３）⑩及び⑪
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は、本官の発注する業務については、本局港湾空港部港湾事業課、ま び⑥は、本官の発注する業務については、本局港湾空港部港湾事業課、

た、分任官の発注する業務については、各事務所の担当課。 また、分任官の発注する業務については、各事務所の担当課。

７ 公表の期間 ７ 公表の期間

Ⅰ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関することを除く。）においては、次 Ⅰ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関することを除く。）においては、次

に掲げる期間において公表するものとする。 に掲げる期間において公表するものとする。

（１）通則的事項 （１）通則的事項

３Ⅰ（１）①及び②については、当該資格及び名簿等が有効である期間 ３Ⅰ（１）①及び②については、当該資格及び名簿等が有効である期間

中、当該事項を公表するものとする。 中、当該事項を公表するものとする。

⑦、⑨及び⑩については、常時公表する ３Ⅰ（１）③から⑤、⑦、⑨及び⑩については、常時公表するものとす３Ⅰ（１）③から⑤まで並びに

ものとする。 る。

３Ⅰ（１）⑥については、当該入札監視委員会の審議が行われた日の属 ３Ⅰ（１）⑥については、当該入札監視委員会の審議が行われた日の属

する年度及びその翌年度において、当該事項を公表するものとする。 する年度及びその翌年度において、当該事項を公表するものとする。

３Ⅰ（１）⑧については、当該措置を行った日の属する年度及びその翌 ３Ⅰ（１）⑧については、当該措置を行った日の属する年度及びその翌

年度において、当該事項を公表するものとする。 年度において、当該事項を公表するものとする。

（２）指名競争に付した場合及びプロポーザルに付した場合並びに随意契約に （２）指名競争に付した場合及びプロポーザルに付した場合並びに随意契約に

よることとした場合 よることとした場合

は、指名競争に付した場合は指名通知をし ３Ⅰ（２）からⅠ（４）は、指名競争に付した場合は指名通知をした３Ⅰ（２）からⅠ（４）まで

た日、随意契約によることとした場合は当該契約を締結した日の属する年 日、随意契約によることとした場合は当該契約を締結した日の属する年度

度及びその翌年度において、当該事項を公表するものとする。 及びその翌年度において、当該事項を公表するものとする。

Ⅱ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関することに限る。）においては、次 Ⅱ 各地方整備局（港湾空港関係事務に関することに限る。）においては、次

に掲げる期間において公表するものとする。 に掲げる期間において公表するものとする。

（１）通則的事項 （１）通則的事項

３Ⅱ（１）①及び②については、当該資格及び名簿等が有効である期間 ３Ⅱ（１）①及び②については、当該資格及び名簿等が有効である期間

中、当該事項を公表するものとする。 中、当該事項を公表するものとする。

⑦、⑨及び⑩については、常時公表する ３Ⅱ（１）③から⑤、⑦、⑨及び⑩については、常時公表するものとす３Ⅱ（１）③から⑤まで並びに

ものとする。 る。

３Ⅱ（１）⑥については、当該入札監視委員会の審議が行われた日の属 ３Ⅱ（１）⑥については、当該入札監視委員会の審議が行われた日の属

する年度及びその翌年度において、当該事項を公表するものとする。 する年度及びその翌年度において、当該事項を公表するものとする。

３Ⅱ（１）⑧については、当該措置を行った日の属する年度及びその翌 ３Ⅱ（１）⑧については、当該措置を行った日の属する年度及びその翌

年度において、当該事項を公表するものとする。 年度において、当該事項を公表するものとする。

（２） 及びプロポーザルに付した場合並びに随意契約に （２）指名競争によることとした場合及びプロポーザルに付した場合並びに随指名競争に付した場合

よることとした場合 意契約によることとした場合

は、指名競争に付した場合は指名通知をし ３Ⅱ（２）からⅡ（４）は、指名競争に付した場合は指名通知をした３Ⅱ（２）からⅡ（４）まで

た日、随意契約によることとした場合は当該契約を締結した日の属する年 日、随意契約によることとした場合は当該契約を締結した日の属する年度

度及びその翌年度において、当該事項を公表するものとする。 及びその翌年度において、当該事項を公表するものとする。
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様式１－１～４ （略） 様式１－１～４ （略）

標準様式例１～７－４ （略） 標準様式例１～７－４ （略）



「工事等における入札・契約の過程に係る苦情処理の手続について」

新 旧

国官会第１４３０号 国官会第１４３０号

国 官 地 第 ２ ８ 号 国 官 地 第 ２ ８ 号

平成１３年３月３０日 平成１３年３月３０日

各地方整備局長あて 各地方整備局長あて

国土交通省大臣官房長 国土交通省大臣官房長

工事等における入札・契約の過程に係る苦情処理の手続について（抄） 工事等における入札・契約の過程に係る苦情処理の手続について（抄）

工事等における入札・契約の過程に係る苦情処理の手続については、「一般競 工事等における入札・契約の過程に係る苦情処理の手続については、「一般競

争入札方式の実施について」（平成６年６月２１日付け建設省厚発第２６０ 争入札方式の実施について」（平成６年６月２１日付け建設省厚発第２６０

号）、「一般競争入札の実施について」（平成６年６月２２日付け港管第１３８ 号）、「一般競争入札の実施について」（平成６年６月２２日付け港管第１３８

５号）、 ５号）、「公募型指名競争入札方式の手続について」（平成６年６月２１日付け「一般競争入札方式の拡大について」（平成１７年１０月７日付け国地

建設省厚発第２６４号、建設省技調発第１３２号）、「工事における公募型指名契第８０号）、「一般競争入札方式の拡大について」（平成１７年１０月７日付

、「工事希望型競争入札方式の手続について」 競争入札の実施について」（平成６年９月３０日付け港管第２２１３号）、「工け国港総第２３４号） （平成１７

事希望型指名競争入札方式の手続について」（平成７年３月２２日付け建設省厚年１０月７日付け国地契第８２号、国官技第１３８号、国営計第８６号）、「工

契発第１２号、建設省技調発第４６号）、「入札監視委員会の設置及び運営につ事希望型競争入札方式の手続について」（平成１７年１０月７日付け国港総第２

、「入札監視委員会の設置及び運営について」 いて」（平成６年３月３１日付け建設省総監発第１２号）、「入札監視委員会の３９号、国港建第１３３号） （平

、「入札監視委 設置及び運営について」（平成６年９月３０日付け港管第２２１１号）等に基づ成１３年３月３０日付け国官会第１４３１号、国官地第２７号）

員会の設置及び運営について」 き行われているところであるが、今般、「公共工事の入札及び契約の適正化の促（平成１３年３月３０日付け国港管第５５６号）

等に基づき行われているところであるが、今般、「公共工事の入札及び契約の適 進に関する法律（平成１２年法律第１２７号。以下「法」という。）及び法第１

正化の促進に関する法律（平成１２年法律第１２７号。以下「法」という。）及 ５条第１項に基づく「公共工事の入札及び契約の適正化を図るための措置に関す

び法第１５条第１項に基づく「公共工事の入札及び契約の適正化を図るための措 る指針」（平成１３年３月９日閣議決定）において、入札及び契約の過程に関す

置に関する指針」（平成１３年３月９日閣議決定）において、入札及び契約の過 る苦情を適切に処理する仕組みを整備するよう定められた趣旨等を踏まえ、上記

程に関する苦情を適切に処理する仕組みを整備するよう定められた趣旨等を踏ま 通達によるほか、下記により行うこととしたので、遺憾なきよう措置されたい。

え、上記通達によるほか、下記により行うこととしたので、遺憾なきよう措置さ

れたい。
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記 記

第１ 対象となる工事及び建設コンサルタント業務等 第１ 対象となる工事及び建設コンサルタント業務等

１ 本通達による苦情処理の対象となる工事（「工事請負業者選定事務処理要 １ 本通達による苦情処理の対象となる工事（「工事請負業者選定事務処理要

領」（昭和４１年１２月２３日付け建設省厚発第７６号）又は「契約業者取 領」（昭和４１年１２月２３日付け建設省厚発第７６号）又は「契約業者取

扱要領」（昭和５５年１２月１日付け港管第３７２２号）第１条の工事をい 扱要領」（昭和５５年１２月１日付け港管第３７２２号）第１条の工事をい

う。以下同じ。）及び建設コンサルタント業務等（「建設コンサルタント業 う。以下同じ。）及び建設コンサルタント業務等（「建設コンサルタント業

務等請負業者選定事務処理要領」（昭和４５年１２月１０日付け建設省厚第 務等請負業者選定事務処理要領」（昭和４５年１２月１０日付け建設省厚第

５０号）第１の建設コンサルタント業務等並びに「契約業者取扱要領」（昭 ５０号）第１の建設コンサルタント業務等並びに「契約業者取扱要領」（昭

和５５年１２月１日付け港管第３７２２号）第１条の測量調査及び建設コン 和５５年１２月１日付け港管第３７２２号）第１条の測量調査及び建設コン

サルタント業務等をいう。以下同じ。）は原則として以下のとおりとする。 サルタント業務等をいう。以下同じ。）は原則として以下のとおりとする。

（１） （１）公募型指名競争入札方式によった工事一般競争入札方式によった工事（政府調達に関する協定（平成７年条約

第２３号）の対象となる工事を除く。以下同じ。）

（２） によった工事 （２）工事希望型指名競争入札方式によった工事工事希望型競争入札方式

（３）（略） （３）（略）

（４）公募型競争入札方式及び簡易公募型競争入札方式以外の指名競争入札方 （４）上記（１）及び（２）並びに公募型競争入札方式及び簡易公募型競争入

式（以下「通常指名競争入札方式」という。）によった建設コンサルタン 札方式以外の指名競争入札方式（以下「通常指名競争入札方式」とい

ト業務等 う。）によった工事又は建設コンサルタント業務等

（５）（略） （５）（略）

ただし、国の行為を秘密にする必要があるもの並びに工事においては予定 ただし、国の行為を秘密にする必要があるもの並びに工事においては予定

価格（消費税及び地方消費税相当額を含む。）が２５０万円を超えないもの 価格（消費税及び地方消費税相当額を含む。）が２５０万円を超えないもの

及び建設コンサルタント業務等においては予定価格（消費税及び地方消費税 及び建設コンサルタント業務等においては予定価格（消費税及び地方消費税

相当額を含む。）が１００万円を超えないものを除く。 相当額を含む。）が１００万円を超えないものを除く。

２ 政府調達に関する協定の対象となる工事及び建設コンサルタント業務等並 ２ 政府調達に関する協定（平成７年１２月８日条約第２３号）の対象となる

びに「「公共工事の入札・契約手続の改善に関する行動計画」運用指針」 工事及び建設コンサルタント業務等並びに「「公共工事の入札・契約手続の

（平成８年６月１７日事務次官等会議申合せ）記４の対象となる建設コンサ 改善に関する行動計画」運用指針」（平成８年６月１７日事務次官等会議申

ルタント業務等については、「政府調達に関する苦情の処理手続」（平成７ 合せ）記４の対象となる建設コンサルタント業務等については、「政府調達

年１２月１４日付け政府調達苦情処理推進本部決定）に基づく政府調達苦情 に関する苦情の処理手続」（平成７年１２月１４日付け政府調達苦情処理推

検討委員会による苦情処理が行われることに留意すること。 進本部決定）に基づく政府調達苦情検討委員会による苦情処理が行われるこ

とに留意すること。

第２ 一次苦情申立て 第２ 一次苦情申立て

１ の通知 １ 非指名理由等の通知理由

地方整備局長、副局長、次長又は事務所長（以下「地方整備局長等」とい 地方整備局長、副局長、次長又は事務所長（以下「地方整備局長等」とい

う。）は、 う。）は、公募型指名競争入札方式及び工事希望型指名競争入札方式におい一般競争入札方式（政府調達に関する協定の適用対象工事に係る
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て、技術資料を提出した者のうち当該工事について指名しなかった者に対しものを除く。以下同じ。）において、競争参加資格の確認申請を行った者の

て、指名しなかった旨及び指名しなかった理由（以下「非指名理由」というち当該工事について競争参加資格がないと認めた者に対して、競争参加資

う。）を書面により通知するものとする。格がないと認めた旨及び競争参加資格がないと認めた理由を原則として電子

また、標準プロポーザル方式において技術提案書を提出した者のうち当該入札システムにより通知するものとする。

において、技術資料を提出した者のうち当 建設コンサルタント業務等について特定しなかった者に対して、特定しなかまた、工事希望型競争入札方式

該工事について に対して、 った旨及び特定しなかった理由（以下「非特定理由」という。）を書面によ競争参加を認めなかった者 競争参加を認めなかっ

及び を書面により通知するものとする。 り通知するものとする。た旨 競争参加を認めなかった理由

において技術提案書を提出した者のうち当さらに、標準プロポーザル方式

該建設コンサルタント業務等について特定しなかった者に対して、特定しな

かった旨及び特定しなかった理由（以下「非特定理由」という。）を書面に

より通知するものとする。

２ 苦情の申立てができる者及び申立てができる範囲 ２ 苦情の申立てができる者及び申立てができる範囲

苦情の申立てができる者及び申立てができる範囲は以下のとおりとする。 苦情の申立てができる者及び申立てができる範囲は以下のとおりとする。

（１） （１）公募型指名競争入札方式一般競争入札方式

イ イ 技術資料を提出した者のうち、地方整備局長等による非指名理由の通競争参加資格の確認申請を行った者のうち、地方整備局長等により競

知を受理した者で、当該非指名理由に対して不服がある者は、地方整備争参加資格がないと認めた理由の通知を受理した者で、当該理由に対し

局長等に対して非指名理由についての説明を求めることができる。て不服がある者は、地方整備局長等に対して競争参加資格がないと認め

た理由についての説明を求めることができる。

ロ （略） ロ （略）

（２） （２）工事希望型指名競争入札方式工事希望型競争入札方式

イ 技術資料を提出した者のうち、地方整備局長等による イ 技術資料を提出した者のうち、地方整備局長等による非指名理由の通競争参加を認め

の通知を受理した者で、当該 知を受理した者で、当該非指名理由に対して不服がある者は、地方整備なかった理由 競争参加を認めなかった理由

に対して不服がある者は、地方整備局長等に対して 局長等に対して非指名理由についての説明を求めることができる。競争参加を認めなか

についての説明を求めることができる。った理由

ロ （略） ロ （略）

ハ 総合評価落札方式における非落札者のうち、落札者の決定結果に対し

て不服がある者は、地方整備局長等に対して非落札理由についての説明

を求めることができる。

（３）（略） （３）（略）

（４）通常指名競争入札方式 （４）通常指名競争入札方式

当該入札の行われる地方整備局において当該入札と同一の業種区分に登 当該入札の行われる地方整備局において当該入札と同一の工事種別又は

録がある有資格業者のうち、当該通常指名競争に として指名さ 業種区分に登録がある有資格業者のうち、当該通常指名競争に参加できる参加する者

れなかったことに対して不服がある者は、地方整備局長等に対して 者として指名されなかったことに対して不服がある者は、地方整備局長等指名さ

についての説明を求めることができる。 に対して非指名理由についての説明を求めることができる。れなかった理由

（５）（略） （５）（略）
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３ 苦情の申立ての方法 ３ 苦情の申立ての方法

苦情の申立ては、以下に掲げる期間内に、書面により、地方整備局長等に 苦情の申立ては、以下に掲げる期間内に、書面により、地方整備局長等に

対して行うことができるものとする。書面には、申立者の氏名及び住所、申 対して行うことができるものとする。書面には、申立者の氏名及び住所、申

立の対象となる工事、不服のある事項及び不服の根拠となる事項について記 立の対象となる工事、不服のある事項及び不服の根拠となる事項について記

載すること。（様式自由） 載すること。（様式自由）ただし、記第２のうち２（１）イ及びロ、２

（２）イ及びハ並びに２（３）に掲げる苦情の申立ては、原則として電子入

札システムにより、地方整備局長等に対して行うことができるものとする。

（１）記第２のうち２（１）イに掲げる苦情にあっては、地方整備局長等が競

争参加資格がないと認めた理由の通知の期限の日の翌日から起算して５日

（行政機関の休日に関する法律（昭和６３年法律第９１号）第１条第１項

に規定する行政機関の休日（以下「休日」という。）を含まない。）以

内。

記第２のうち に掲げる苦情にあっては、地方整備局長等が （１）記第２のうち２(１)イ、２(２)イ及びロ、並びに２(４)に掲げる苦情に（２） ２（２）イ 競

の翌日から あっては、地方整備局長等が指名業者名の公表を行った日の翌日から起算争参加を認めなかった理由の通知をした日 起算して５日（休日

を含まない。）以内。 してから５日（行政機関の休日に関する法律（昭和63年法律第91号）第１また、記第２のうち２（２）ロ及び２（４）に掲げ

条に規定する行政機関の休日（以下「休日」という。）を含まない。）以る苦情にあっては、地方整備局長等が工事又は業務の名称の公表を行った

内。日の翌日から起算して５日（休日を含まない。）以内。

記第２のうち２（３）イに掲げる苦情にあっては、地方整備局長等が （２）記第２のうち２(３)イに掲げる苦情にあっては、地方整備局長等が特定(３) 非

の翌日から起算して７日（休日を含まない。）以 業者名の公表を行った日の翌日から起算して７日（休日を含まない。）以特定理由の通知をした日

内。また、記第２のうち２（３）ロに掲げる苦情にあっては、地方整備局 内。また、記第２のうち２（３）ロに掲げる苦情にあっては、地方整備局

長等が の公表を行った日の翌日から起算して５日（休日を含ま 長等が選定業者名の公表を行った日の翌日から起算して５日（休日を含ま業務の名称

ない。）以内。 ない。）以内。

記第２のうち２（１）ロ に掲げる苦情にあっては、地方 (３) 記第２のうち２(１)ロに掲げる苦情にあっては、地方整備局長等が総合（４） 及び２（２）ハ

整備局長等が総合評価についての落札者決定の公表を行った日の翌日から 評価についての落札者決定の公表を行った日の翌日から起算してから５日

起算して５日（休日を含まない。）以内。 （休日を含まない。）以内。

記第２のうち２(５)に掲げる苦情にあっては、地方整備局長等が随意契 （４）記第２のうち２(５)に掲げる苦情にあっては、地方整備局長等が随意契（５）

約の相手方の公表を行った日の翌日から起算して５日（休日を含まな 約の相手方の公表を行った日の翌日から起算して５日（休日を含まな

い。）以内。 い。）以内。

４ 苦情申立てへの回答 ４ 苦情申立てへの回答

苦情の申立てがあった場合は、地方整備局長等は苦情を申し立てることが 苦情の申立てがあった場合は、地方整備局長等は苦情を申し立てることが

できる最終日の翌日から起算して５日（休日を含まない。）以内に書面（ できる最終日の翌日から起算して５日（休日を含まない。）以内に書面（以記

下「回答書」という。）により回答するものとする。第２のうち２（１）イ及びロに掲げる苦情にあっては、原則として電子入札
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以下「回答書」という。）により回答するものとする。 ただし、記第２のうち２（３）イに掲げる苦情にあっては、苦情を申し立システム。

ただし、記第２のうち２（３）イに掲げる苦情にあっては、苦情を申し立 てることができる最終日の翌日から起算して１０日以内とする。

てることができる最終日の翌日から起算して１０日以内とする。 また、苦情件数が多数に及ぶ等事務処理上の困難その他の合理的かつ相当

また、苦情件数が多数に及ぶ等事務処理上の困難その他の合理的かつ相当 の理由があるときは、回答期間を延長できるものとする。

の理由があるときは、回答期間を延長できるものとする。

５ （略） ５ （略）

６ 苦情申立てについての教示 ６ 苦情申立てについての教示

苦情申立てができる旨の教示を次のとおり行うものとする。ただし、本通 苦情申立てができる旨の教示を次のとおり行うものとする。ただし、本通

達における対象工事及び対象建設コンサルタント業務等に係るものに限る。 達における対象工事及び対象建設コンサルタント業務等に係るものに限る。

（１） 又は標準プロポーザル方式 （１）公募型指名競争入札方式、工事希望型指名競争入札方式又は標準プロポ一般競争入札方式、工事希望型競争入札方式

にあっては、 、技術資料の提出を求める際に送付する資料又は ーザル方式にあっては、技術資料作成要領、技術資料の提出を求める際に入札説明書

技術提案書の提出要請書（以下「 」という。）に、記第２の 送付する資料又は技術提案書の提出要請書（以下「技術資料作成要領等」入札説明書等

うち２（１）イ、２（２）イ及び２（３）イに掲げる苦情申立てができる という。）に、記第２のうち２（１）イ、２（２）イ及び２（３）イに掲

旨を教示すること。 げる苦情申立てができる旨を教示すること。

（２） であって、総合評価落札 （２）公募型指名競争入札方式であって、総合評価落札方式を実施する場合一般競争入札方式及び工事希望型競争入札方式

方式を実施する場合は、 に、記第２のうち２（１）ロ は、技術資料作成要領等に、記第２のうち２（１）ロに掲げる苦情申立て入札説明書等 及び２

に掲げる苦情申立てができる旨を教示すること。 ができる旨を教示すること。（２）ハ

（３） 、標準プロポーザル方式及び通常指名競争入札 （３）工事希望型指名競争入札方式、標準プロポーザル方式及び通常指名競争工事希望型競争入札方式

方式にあっては、記第２のうち２（２）ロ、２（３）ロ及び２（４）に掲 入札方式にあっては、記第２のうち２（２）ロ、２（３）ロ及び２（４）

げる苦情申立てができる旨を掲示すること等により教示すること。 に掲げる苦情申立てができる旨を掲示すること等により教示すること。

（４）（略） （４）（略）

７ 苦情処理手続に係る明示 ７ 苦情処理手続に係る明示

記第２のうち に係る手続については、次のとおり明示するも 記第２のうち１から４に係る手続については、次のとおり明示するものと１から４まで

のとする。ただし、本通達により対象となる工事に限るものとする。 する。ただし、本通達により対象となる工事に限るものとする。

（１）記第２のうち ２（３）イに （１）記第２のうち２（１）、２（２）イ及び２（３）イに係る手続について２（１）イ及びロ、２（２）イ及びハ並びに

係る手続については、 に記載すること。 は、技術資料作成要領等に記載すること。入札説明書等

（２）（略） （２）（略）

８ 苦情処理結果の公表 ８ 苦情処理結果の公表

地方整備局長等は、申立者に回答を行ったときには、申立者の提出した書 地方整備局長等は、申立者に回答を行ったときには、申立者の提出した書

面 及び回答書を、閲覧 面及び回答書を、閲覧による方法により速やかに公表するものとする。（電子入札システムにより提出されたものを含む。）

による方法により速やかに公表するものとする。
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第３ 再苦情申立て 第３ 再苦情申立て

１、２ （略） １、２ （略）

３ 再苦情申立てへの回答 ３ 再苦情申立てへの回答

地方整備局長等は、申立者に対し、入札監視委員会の審議の結果を踏まえ 地方整備局長等は、申立者に対し、入札監視委員会の審議の結果を踏まえ

た上で、入札監視委員会から審議の報告を受けた日の翌日から起算して７日 た上で、入札監視委員会から審議の報告を受けた日の翌日から起算して７日

以内（休日を含まない。）以内に、その結果を回答するものとする。この場 （休日を含まない。）以内に、その結果を回答するものとする。この場合に

合において、申立てが認められなかったときは申立てに根拠が認められない おいて、申立てが認められなかったときは申立てに根拠が認められないと判

と判断された理由を示してその旨を、申立てが認められたときは の意 断された理由を示してその旨を、申立てが認められたときは各委員会の意見委員会

見を尊重し、申立てが認められた旨及びこれに伴い地方整備局長等が講じよ を尊重し、申立てが認められた旨及びこれに伴い地方整備局長等が講じよう

うとする措置の概要を再苦情申立者に対し明らかにするものとする。 とする措置の概要を再苦情申立者に対し明らかにするものとする。

４ 再苦情の申立ての却下 ４ 再苦情の申立ての却下

地方整備局長等は、申立期間の徒過その他客観的かつ明白に申立ての適格 地方整備局長等は、申立期間の徒過その他客観的かつ明白に申立ての適格

を欠くと認めるときは、 ７ を欠くと認めるときは、申立て後７日以内（休日を含まない。）にその申立申立ての書面を受け取った日の翌日から起算して

日以内（休日を含まない。）にその申立てを却下することができるものとす てを却下することができるものとする。

る。

５～７ （略） ５～７ （略）

（下線部分が改正部分）


